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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高がありますが、

当社株式は、非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．第21期及び第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４．第18期及び第19期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

５．当社は、平成15年12月31日付で普通株式１株につき2.5株の分割を行っております。なお、第19期連結会計

年度の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

６．当社は、平成17年5月20日付で普通株式１株につき3株の分割を行っております。なお、第21期連結会計年度

の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

７．自己資本利益率を算定する際の自己資本金額は、第19期までは、期末残高を使用しておりましたが、第20期

からは、期首と期末の残高に基づく平均残高を使用しております。 

 ８．第22期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する企業会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） 3,456,842 4,704,186 7,724,062 4,191,245 6,539,033 

経常損益 （千円） △334,457 568,260 2,258,394 △989,019 441,403 

当期純損益 （千円） △428,102 399,899 1,024,651 △929,337 △191,088 

純資産額 （千円） △25,324 253,061 4,294,815 3,587,040 3,884,729 

総資産額 （千円） 3,369,236 4,370,370 8,194,202 11,457,428 12,456,649 

１株当たり純資産額 （円） △ 6,331.24 25,306.12 241,961.43 67,362.25 70,588.15 

１株当たり当期純損益金

額 
（円） △ 107,025.60 39,989.98 66,457.99 △17,452.35 △3,569.17 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － 66,103.17 － － 

自己資本比率 （％） △ 0.8 5.8 52.4 31.3 31.0 

自己資本利益率 （％） － 158.0 45.1 － － 

株価収益率 （倍） － － 47.5 － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 13,077 785,128 1,695,389 △679,701 △367,181 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △413,917 △680,053 △2,809,595 △3,360,036 △1,788,042 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 344,516 169,859 2,031,172 4,288,652 708,194 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 219,268 481,300 1,362,747 1,733,582 360,946 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

2,859 

（  1） 

5,890 

（  1）

8,246 

（  1）

6,440 

（   5） 

6,665 

（   2）



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高がありますが、

当社株式は、非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

４．第18期及び第19期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

５．当社は、平成15年12月31日付で普通株式１株につき2.5株の分割を行っております。なお、第19期の１株当

たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

６．当社は、平成17年5月20日付で普通株式１株につき3株の分割を行っております。なお、第21期連結会計年度

の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

７．自己資本利益率を算定する際の自己資本金額は、第19期までは、期末残高を使用しておりましたが、第20期

からは、期首と期末の残高に基づく平均残高を使用しております。 

  ８．第22期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する企業会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） 2,847,759 4,221,811 6,651,850 3,639,021 5,572,384 

経常損益 （千円） 100,378 295,131 1,742,892 △210,383 1,019,197 

当期純損益 （千円） 30,443 135,457 1,004,979 △137,519 428,610 

資本金 （千円） 200,000 200,000 1,450,000 1,450,000 1,693,569 

発行済株式総数 （株） 4,000 10,000 17,750 53,250 54,639 

純資産額 （千円） 535,005 665,463 4,786,242 4,559,973 5,391,653 

総資産額 （千円） 4,092,821 5,354,523 8,475,865 11,141,525 12,751,082 

１株当たり純資産額 （円） 133,751.34 66,546.30 269,647.48 85,633.31 98,167.80 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
1,250 

（  －） 

2,000 

（  －）

5,000 

（  －）

2,500 

（  －）  

2,500 

（  －） 

１株当たり当期純損益金

額 
（円） 7,610.89 13,545.76 65,182.1 △2,582.51 8,005.62 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － 64,834.09 － 7,974.27 

自己資本比率 （％） 13.1 12.4 56.5 40.9 42.1 

自己資本利益率 （％） 5.7 20.4 36.9 － 8.4 

株価収益率 （倍） － － 48.5 △152.6 40.8 

配当性向 （％） 16.4 14.8 7.7 － 31.2 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

48 

（  -） 

42 

（  -）

62 

（  -）

49 

（  5） 

49 

（  2) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和51年7月 モータ類の技術の開発・指導及び特許指導の業務を目的として、神奈川県大和市下鶴間に有限

会社シコー技研を資本金100万円にて設立し、業務を開始。 

昭和54年7月 携帯用ヘッドホンステレオ用超薄型モータ（コアレスモータ）の開発に成功。 

昭和60年8月 有限会社シコー技研の組織を変更して、株式会社シコー技研を設立。 

昭和60年9月 神奈川県大和市中央林間に本社を移転。 

平成5年3月 ファンモータの量産開始。 

平成6年3月 振動モータの量産開始。 

平成6年12月 中華人民共和国上海市に上海思考電子有限公司を設立し、ファンモータの生産を開始。 

平成8年5月 神奈川県大和市下鶴間に本社を移転。 

平成10年4月 神奈川県大和市下鶴間（テクノプラザ大和内）に本社を移転。 

平成12年11月 中華人民共和国上海市に思考電機（上海）有限公司を設立し、振動モータの生産を開始。 

平成13年4月 思考技研（香港）有限公司を設立し、中華民国との取引を開始。 

平成13年10月 生産拠点を中華人民共和国上海市に完全移行に伴い株式会社会津シコーを閉鎖。 

平成15年10月 オートフォーカスモータの量産開始。 

平成16年4月 中華人民共和国上海市の輸出加工区に工場完成。 

平成16年8月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。 

平成17年10月 Digital Optics社と資本及び業務提携 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関係会社（子会社）４社で構成されており、携帯電話市場向け及びその他の市場向けの

各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を主な事業としております。 

 この用途市場別主要製品は以下のとおりであります。 

＜主要製品の説明＞ 

１．振動モータは携帯電話機に搭載されている小型モータであり、バイブレーション（振動）を発生させることに

より着信を知らせる機能を担っています。当社の振動モータは、鉄芯（コア）の無いコイルだけが回転するコ

アレスモータであります。 

２．オートフォーカスモータはカメラ付携帯電話機のカメラのピントを合わせるために、レンズを自動的に調整す

る機能を担っています。当社のオートフォーカスモータは小型リニアモータを用いております。 

３．ファンモータは小型のファンを回すことにより、主に電子機器のＣＰＵに送風・冷却する機能を担っていま

す。当社のファンモータはＤＣブラシレスモータ（コアレス）を使ったＤＣ軸流ファンであります。 

４．リニアモータは、基本的に回転型のモータを直線状に展開したものであり、直線方向に物体を動かすモータで

あり、主に新聞の印刷機械の印字部分の駆動装置、工場等での位置決め装置に使われています。当社のリニア

モータは、コアレス、ブラシレスのリニア直流モータであります。 

当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部

門で組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

当社 

 モータ応用電子部品の研究及び開発を行い、その技術を関係会社へ移転し、部品及び治具、工具、金型等の生産機

器（以下生産資材という）を関係会社に供給し、関係会社からモータ応用電子部品（以下製品という）を仕入れ、日

本及び世界各国へ販売しております。 

関係会社 

上海思考電子有限公司（モータ応用電子部品の製造・販売） 

当社から生産資材の供給を受け、現地（中華人民共和国）にて材料を購入し、生産資材及び製品を生産し、当社及

び現地（中華人民共和国）へ販売しております。 

思考電機（上海）有限公司（モータ応用電子部品の製造） 

当社から生産資材の供給を受け、現地（中華人民共和国）にて材料を購入し、生産資材及び製品を生産し、当社へ

販売しております。なお、思考電機（上海）有限公司は、中華人民共和国の政策により設置された輸出加工区内の工

場での生産を行うことにより、企業所得税の減免、輸入税の免税、輸出増値税の還付、輸出加工区外での委託加工原

材料の保税扱い等の外資優遇政策を受けております。 

思考技研（香港）有限公司（モータ応用電子部品の販売） 

 当社から製品の供給を受け、中華民国及び中華人民共和国へ販売しております。 

    Thinktech Korea Co., Ltd.（大韓民国内における調査、業務受託） 

   当社からの指示により、大韓民国内における市場調査、情報収集及び当社の受注業務の受託を行っております。 

用途市場 主要製品 

携帯電話市場 振動モータ（注１）、オートフォーカスモータ（注２） 

その他の市場 ファンモータ（注３）、リニアモータ（注４） 



  

［事業系統図］ 

４【関係会社の状況】 

 （注）１．上海思考電子有限公司、思考電機（上海）有限公司及び思考技研（香港）有限公司は、特定子会社に該当し

ます。 

２．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．思考技研（香港）有限公司は、債務超過会社であります。債務超過の額は、19,711千円であります。 

４．思考技研（香港）有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。 

名称 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 
資金 
援助 

営業上の
取引 

設備の 
賃貸借 当社 

役員 
当社 
従業員 

連結子会社                   

上海思考電

子有限公司 

(注)1 

中華人民共

和国上海市

松江区 

139,732 

 千人民元

モータ応用

電子部品の

製造・販売 

100.0 2名 1名 有 

生産資

材及び

製品の

売買 

無 

連結子会社                   

思考電機

(上海)有限

公司 

(注)1 

中華人民共

和国上海市

松江区 

103,460 

 千人民元

モータ応用

電子部品の

製造 

100.0 2名 1名 有 

生産資

材及び

製品の

売買 

無 

連結子会社                   

思考技研

(香港)有限

公司 

(注)1,3,4 

中華人民共

和国香港 
500千HK$ 

モータ応用

電子部品の

販売 

100.0 3名 1名 無 

当社製

品の販

売 

無 

主要な損益情報等 ① 売上高 1,453,266千円

  ② 経常利益 △19,043千円

  ③ 当期純利益 △19,043千円

  ④ 純資産額 △19,711千円

  ⑤ 総資産額 401,270千円



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部

門で組織されているため、上表の部門で記載しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．販売増・受注増により、生産部門の人数は、当連結会計年度中において、266名増加しております。経営合

理化のため、当連結会計年度中において、販売部門は15名、技術・開発部門は64名それぞれ減少しておりま

す。また、管理部門は強化のため38名増加しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当会計年度中の従業員数減少は、生産効率向上により、生産（管理）部門の人数が減少したことによるもの

です。 

(3)労働組合の状況 

組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

部門の名称 従業員数（人） 

生産部門  6,399（-） 

販売部門  21（-） 

技術・開発部門  77（-） 

管理部門  168（2） 

合計 6,665（2） 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

49(2)  40.0 4.8 4,605,968 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善により民間設備投資が増加し、雇用情勢の改善や株価の

上昇等により個人消費の増加が見られましたものの、原油高を背景に石油関連製品などの原材料の輸入の増加を下

回り、全般的には緩やかな回復基調で推移いたしました。また、海外においては、米国経済は、住宅投資が減少傾

向にあるものの、個人消費、設備投資がいずれも好調に推移し、在庫も減少するなど内需が旺盛となり、底堅い成

長となりました。欧州経済は、景気拡張的な経済政策、金融市場の安定、企業収益の回復による高い設備稼働率を

背景に、設備投資が好調となり、また、個人消費も雇用環境の改善に牽引され、緩やかな成長局面へと転換してま

いりました。BRICs地域におきましては、中国では、引き続き内外需ともに高い伸びが続いており、一時減速感は

ありましたものの、過去最高の貿易黒字に達するなど、投資主導の成長が続いてきております。ブラジルでは、レ

アル高により外需はマイナスとなっているものの、インフレ率の低下や最低賃金の引き上げによる実質賃金の上昇

と個人信用力の拡大により、耐久消費材の販売増加による個人消費主導の緩やかな成長となっております。韓国で

は、北朝鮮情勢を受けて、個人消費が減速し、夏場の集中豪雨や自動車業界を初めとするストライキによる生産抑

制があり、緩やかな景気減速局面となってきております。 

このような世界経済の影響を受け、携帯電話の世界市場は、引き続き拡大局面となっております。携帯電話の販

売台数の大半は、BRICs地域での低価格商品の急拡大であり、また、欧米等では、世界経済の好況を受け、緩やか

な買換需要による拡大となっていますが、一方では、価格競争の激化により販売単価及び収益を圧迫し、原材料の

高騰による収益圧迫の影響がでてきております。その他の電子部品の世界市場は、世界経済の好況を受け、減速局

面を脱し、緩やかな拡大局面へと変化してきております。 

このような情勢の下、当社グループは、前連結会計年度に開発した新製品の市場への投入を活発に行い、また、

上海工場の生産能力増強及び生産効率向上に取組むとともに品質向上のための組織作り、製造原価の更なる低減、

品質の向上及び技術漏洩の防止のため部品の内製化に特段の取組みを行い積極的な設備投資を行いました。 

以上の結果、当連結会計年度は、振動モータの販売数量の確保やオートフォーカス用リニアモータの販売開始に

より、売上高は65億39百万円（前連結会計年度比56.0％増）の増収が達成できました。また、営業費用面では、前

連結会計年度で支出した多額の開発費は、当連結会計年度においては、各顧客への対応による改良費のみの支出と

なり、しかも、各顧客へサンプル代金、または、金型費用として回収することが可能となったため、売上原価は、

48億14百万円（前連結会計年度比1.4％減）と増収にもかかわらず、減少という結果となりました。また、販売費

及び一般管理費は、オートフォーカス用リニアモータの出荷増加に伴う運賃の増加等により、13億87百万円（前連

結会計年度比20.3％増）となり、営業利益は3億36百万円（前連結会計年度18億44百万円の営業損失）となりまし

た。営業外損益につきましては、取引先の状況及び各金融機関の状況により、当初予定していたヘッジ対象となる

取引（中国子会社からの人民元建て仕入）の減少を余儀なくされ、ヘッジの有効性に疑義が出てきたことから、ヘ

ッジ会計の適用を終了し、期末現在の時価をもって評価することとなりましたため、デリバティブ評価益を5億4百

万円計上いたしました。また、当連結会計年度の下期より、急激な円安・人民元高となり、上海子会社の日本円建

債権の評価による為替差益を、中国子会社の円建て売上による為替差損が上回り、2億52百万円の為替差損を計上

いたしました。その結果、経常利益は4億41百万円（前連結会計年度9億89百万円の経常損失）となりました。ま

た、韓国の携帯電話市場では、市場占有率がトップのサムスン社、2位のLG社を除き、モバイルメーカーが会社の

整理を余儀なくされているという状態です。この状態のあおりを受けて関連メーカーの連鎖倒産が進んでまいりま

した。当社でも、その出資先であるNEXG-TELECOM社が、取引先の会社整理のあおりを受けて、カメラモジュール部

門の撤退等会社の整理を開始いたしました。このため、当社では、投資1億65百万円及び売上債権1億11百万円を、

NEXG-TELECOMのカメラモジュール部門が立ち上げた新会社に売却し、投資有価証券売却損1億65百万円及び貸倒損

失11百万円を計上いたしました。また、平成16年度に大手取引先に販売していたオートフォーカス用リニアモータ

の在庫は、再開の目処が立たないため、廃棄し、63百万円の損失を計上いたしました。以上の結果、税金等調整前

当期純利益は、1億89百万円（前連結会計年度9億85百万円の損失）となりました。デリバティブ評価益等、日本に

おける多額の利益の計上を行いましたので、日本の法人税等3億80百万円を計上いたしました結果、当期純損失

は、 1億91百万円（前連結会計年度比79.4％減）となりました。 

なお、当社はモータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で組織

されているため、事業の種類別セグメントは記載しておりません。 



用途市場別の売上高の状況は以下のとおりであります。 

① 携帯電話市場 

 携帯電話市場は、販売台数が拡大傾向にあるものの、価格競争の激化、原料の高騰による影響により、規模

のメリットを享受しないと生き残れない厳しい状況となっていております。そのため、市場の寡占化が更に進

み、上位4社の市場占有率が大幅に増加し、市場占有率の少ない企業が淘汰されていく新しい局面へと変貌して

まいりました。このような情勢の下、主力製品であります振動モータにおいては、主要取引先の市場占有率の増

加に伴う、出荷個数の増加がそのまま売上高増加に寄与いたしました。 

 オートフォーカス用リニアモータにおいては、前年より引き続き新規顧客の獲得に注力しました。特に日本、

韓国、台湾の主要顧客への販売、レンズメーカー、モジュールメーカーへの提携・販売に注力してまいりまし

た。前年に獲得した主要顧客からのフォーキャストが受注に結びつき、当連結会計年度の後半より、販売が開始

されました。その後も、引き続き大手顧客からのフォーキャスト獲得が達成でき、受注には至らないものの、高

い伸びが期待されます。 

② その他の市場 

その他市場においては、前年に引き続き新規市場の発掘に注力し、高付加価値モータの販売を推進してまいり

ました。また、低付加価値の製品の販売を中止し、利益の拡大に注力した販売体制に切り替えてまいりしまし

た。その結果、販売台数、販売金額ともに前年水準を下回りましたものの、付加価値増大という目標は、徐々に

達成できております。 

また、所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

① 日本 

売上高におきましては、振動モータの販売数量の確保やオートフォーカス用リニアモータの販売開始により55

億72百万円（前期比53.1％増）と大幅な増収を達成いたしました。一方営業費用面は、オートフォーカス用リニ

アモータの運送費の増加等がありましたものの、上海からの仕入単価の抑制、固定費の圧縮等により49億65百万

円（前期比16.1％増）となりました。その結果、営業利益は、6億6百万円（前期6億34百万円の営業損失）の大

幅な増益達成いたしました。 

② アジア（中国） 

売上高におきましては、中国国内における売上高は減少いたしましたもののＥＭＳビジネスによる加工賃売上

の計上等により23億19百万円（前期比319.9％増）となり、また、日本に向けての輸出（内部売上高）が49億98

百万円（前期比25.9％増）となりましたため、全体では、73億17百万円（前期比61.8％増）となりました。ま

た、営業費用面は、生産能力の拡大、部品の内製化、原材料の現地調達化を進め、販売費及び一般管理費につき

ましては、受注数増加に伴う増加を押さえた結果、80億55百万円（前期比43.2％増）となりました。その結果、

営業損失は、7億37百万円（前期比33.0減）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高（以下「資金」という）は、売上増加による売上債権の増加

が9億1百万円あり、設備投資を14億84百万円行い、長期借入金の返済5億83百万円を行ない、その資金として短期

借入金9億54百万円及び新株予約権の行使により4億82百万円調達し、残額は自己資金で賄った結果、前連結会計年

度末に比べ14億44百万円減少し、当連結会計年度末には3億60百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は、3億67百万円となりました。これは、売上増加により債権が9億1百万円増加し

たことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は、17億88百万円となりました。これは、主に内製設備の投資による有形固定資産

の購入が14億84百万円あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、7億8百万円となりました。これは、短期借入金9億54百万円、増資4億82百万円

の調達及び長期借入金の返済5億83百万円によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一の事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で

組織されているため、それぞれ、用途市場別の分類で記載しております。 

(1) 生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を用途市場別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．思考技研（香港）有限公司は、当連結会計年度より金額的な重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。  

用途市場 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

携帯電話市場      （千円） 6,259,790 199.7 

その他の市場      （千円） 933,146 107.5 

合計（千円） 7,192,936 179.7 

用途市場 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

携帯電話市場 6,537,117 182.7 1,372,794 159.1 

その他の市場 1,048,290 118.8 154,098 113.4 

用途市場 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

携帯電話市場     （千円） 5,605,887 168.7 

その他の市場     （千円） 933,146 107.5 

合計（千円） 6,539,033 156.0 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

Beijing SE PUTIAN Mobile Communications Co.,Ltd － － 731,025 11.2 

思考技研(香港)有限公司 1,021,723 24.4 － － 

Flextronics Technology(Sham Alam)Sbn Bhd 614,964 14.7 660,893 10.1 



３【対処すべき課題】 

 当社グループはこれまで新製品・新機種向けの新規開発、大量生産体制の整備、製造原価の低減のために積極的に

開発・技術投資、設備投資を行ってまいりましたが、平成19年においても引き続きこれらの先行投資を大きな成果に

結びつけることを経営の基本命題と考え、その観点から当社グループの対処すべき経営課題とその対応策を以下のと

おり定めました。 

① 携帯電話市場における当社グループの真価発揮 

平成19年の携帯電話市場は、当年度よりさらに増加が予想されておりますが、その大半は、中国、インド等の低価

格商品が主流と見られ、高付加価値商品は実質的に横這い傾向が予想されています。このため既存市場におけるシ

ェア獲得のための価格競争が激化することは必至であり、引き続き厳しい局面にあります。また、モバイルメーカ

ーの大手への寡占化が進むことと予想されます。このような情勢の下、当社グループはこれまでの開発投資、生産

拡大のための設備投資は、いよいよ本格稼動の時期を迎え効果を発揮してまいります。 

当社グループといたしましては、振動モータ、オートフォーカス用リニアモータいずれの製品においても、上海子

会社の金型内製化の力を活かして部品の内製化による価格競争力と飛躍的拡大による量産体制をもって、既存のお

取引先や新規顧客、特に大手モバイルメーカーとそのモバイルメーカーへ部品を供給するモジュール（レンズメー

カー、センサーメーカー含む）メーカーへの営業攻勢を積極化してまいります。 

特に品質のさらなる向上のために、内製化・生産効率の向上を一段と推しすすめて一層の原価低減を実現し、単価

下落を乗り越え逆にシェアーアップを目指して競争力を強化します。 

平成19年度は当社グループの真価を発揮する年と位置づけ、全社を挙げて新規大口取引先の獲得、既存取引先にお

ける当社シェアの増加に向けて、開発、営業両面にわたり積極策を展開し、販売数量と売上高の拡大をはかりま

す。 

② 均衡ある体質づくりと新しい成長軌道 

 思考する技術集団として、当社は先行技術・先行特許を基本に、新しい成長ステージへの発展を目指していま

す。 

 現実の市場とくに携帯電話市場は、不安定な需給バランスや競争条件が刻々変化するなど企業経営はその影響を

受けがちであります。当社グループとしては、独創的な新製品開発とその製造技術が特徴であり、その商品力と量

産体制を活かして、不安定な市場の中での安定した経営、均衡のとれた体質を実現するための方策を展開してまい

ります。 

 変動激しい携帯電話市場以外の市場開拓を積極的にすすめることであります。すでにファンモータ、リニアモー

タについて市場開拓による成果が現れつつありますが、市場にない新製品の開発はもちろん、当社が誇る世界最小

の製品群や既存商品の多角的な用途開発などをすすめ、業績への寄与を高めてまいります。 

 ③ 販売単価の下落の影響を受けない体質作り 

 先行技術・先行特許というシコーらしさの追求を行い、新製品の開発を積極的に行うことにより、独創的に思

考した製品の開発・製造・販売を行い付加価値の増加に努めてまいります。また、日本、韓国、台湾企業との提

携による協業を図り、モータ応用電子部品の付加価値増加に努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下(1)～(6)における将来に関する事項は、提出日現在において判断したものです。 

(1) 当社グループの経営体制について 

① 中華人民共和国の生産拠点に生産のすべてを依存していることについて 

 当社が販売している製品は、全品中華人民共和国に拠点を有する子会社（上海思考電子有限公司、思考電機

（上海）有限公司）から仕入れております。２社とも完全子会社であり、当社が販売先から受注した製品を製造

しております。そのため、子会社の工場において何らかのトラブル等が発生し、製品の製造が困難になった場合

には、当社グループの事業、業績及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。 

 当社グループは、中華人民共和国固有の規制を受けております。 

 当社グループの事業の継続性に重要な影響を与える規制として、中国子会社に与えられた経営期限と工場用地

の土地使用権の期限があります。経営期限について、上海思考電子有限公司は50年、思考電機（上海）有限公司

は30年となっており、工場用地の土地使用権については、２社とも50年の使用期間となっております。経営期限

等の終了時の中華人民共和国の対応は、その時の情勢により変動するものと考えられ、現状では予測は困難で

す。また、工場用地の土地使用権については、50年の使用期間の終了前といえども、中華人民共和国の政策によ

り、強制収用や換地処分等を受ける可能性があり、そのような場合には、当社グループの事業の継続性につい

て、重要な影響を受ける可能性があります。 

 また、中華人民共和国の政策として総量規制等による外貨流入規制があった場合、設備投資資金の確保及び設

備投資の輸入免税枠の拡大に支障が生じるため、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があります。

 その他に当社グループは、思考電機（上海）有限公司の輸出加工区内の生産による外資優遇政策（企業所得税

の減免、輸入税の免税、輸出増値税の還付、輸出加工区外での委託加工原材料の保税扱い等）を受けております

が、政策の変更によりこの優遇政策を受けられなくなった場合には、当社グループの業績に重要な影響を受ける

可能性があります。 

 上記以外にも、中華人民共和国固有の規制等が多数存在しており、当社グループの事業及び業績は、今後の中

華人民共和国の政治的、経済的情勢および政府当局が課す法的な規制による影響を受ける可能性があります。 

② 携帯電話市場の動向による影響について 

 当社グループの売上は携帯電話市場向けモータ応用電子部品の売上が、全売上高の93.2％（平成18年12月期）

を占めております。その需要先は、携帯電話市場であり、当社グループの業績は、携帯電話市場の動向等の影響

を受ける可能性があります。また、当社グループのモータ応用電子部品は、値下げ要求が激しいため、当社グル

ープの売上高、利益とも価格変動の影響を受ける可能性があります。 

③ 特定の販売先への依存度が高いことについて 

 当社グループの販売先は、主に大手携帯電話メーカーが中心でありますが、特にソニーエリクソングループ

（ソニーエリクソン向け携帯電話製造メーカーを含む）への依存度が高くなっております。そのため、これらの

販売先の動向または方針の変化により、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があります。なお、こ

れらの販売先とは、基本契約の締結はしておりますが、長期納入契約等は締結しておりません。 

④ 経営成績の変動について 

 当社グループの売上高につきましては、平成13年３月期までは携帯電話市場の拡大に伴い順調に受注数が増加

しました結果、価格下落の影響を超えることができ、売上高の増加の結果となりました。その後平成13年12月期

には、９ヶ月決算ということと振動モータの大口取引先の受注が減少しました結果、価格下落の影響とあいまっ

て、売上高減少という結果となりました。平成14年12月期は、振動モータの新たな大口取引先からの受注が増加

しました結果、売上高増加の結果となりました。平成15年12月期は、振動モータの大口取引先の受注数が増加し

ました結果、価格下落の影響を超えることができ、更に、第４四半期より始まった、オートフォーカスモータの

販売により、売上高増加の結果となりました。平成16年12月期においてもこの傾向は続いております。 

 平成17年12月期においては、一変、オートフォーカス用リニアモータの販売が激減した結果、売上高は、著し

く減少しております。 

 平成18年12月期においては、平成17年12月期より開発をしていた超小型・薄型のオートフォーカス用リニアモ

ータの販売が開始され、また、振動モータの販売も順調に伸びたため、売上高は著しく増加しております。 



 当社グループの売上原価につきましては、振動モータの製造について、部品を外部仕入先から購入し、フィリ

ピン、インドネシア、大連にてアッセンブリの製造委託を行っておりましたが、この製造委託を平成13年３月期

にはフィリピンから当社生産子会社（上海思考電子有限公司及び思考電機（上海）有限公司）に移管し、平成13

年12月期にはインドネシア、大連から当社生産子会社に完全に移管しました結果、平成13年12月期から完全に当

社グループでの自社アッセンブリ製造となりました。その後、平成14年12月期からは、部品の一部を当社生産子

会社にて製造を開始しました。この完全自社アッセンブリ製造及び部品の内製化により製造原価の低減に努めて

まいりました。 

 この結果、当社グループの経常損益及び当期純損益は、平成14年12月期において、価格下落の影響により、損

益分岐点売上高を確保するだけの受注の増加がなく、連結経常損失及び連結当期純損失という結果となりました

ものの、平成15年12月期は、製造原価の更なる低減及び販売費及び一般管理費の削減により損益分岐点を下げる

ことができ、それを大幅に超える振動モータの受注に加え、オートフォーカス用リニアモータの販売が開始され

たことにより、経常損益、当期純損益ともに増益の結果となっております。平成16年12月期期においてもこの傾

向は続いております。 

 平成17年12月期は、売上高の著しい減少と小型・薄型のオートフォーカス用リニアモータの市場ニーズに対応

するための多額の開発費の負担により、経常損益及び当期純損益ともに損失計上となりました。 

 なお、平成18年12月期（当期）につきましては、「３．経営成績及び財政状態」をご参照ください。 

 なお、主要な経営指標の推移は次のとおりであります。 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

⑤ 為替変動の影響について 

 当社の海外生産比率は100％となっております。一部の材料費（日本からの有償支給材料）を除き全ての製造

原価、販売費及び一般管理費につきましては、人民元建取引となっており、為替変動や人民元の切り上げにより

製造原価、販売費及び一般管理費が上昇した場合、当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。 

 また、当社グループは海外向けに製品の販売を実施しており、海外向け販売において、原則として円建・円払

い取引を行っておりますが、一部米ドル建・米ドル払い、円建・米ドル払い、ユーロ建・ユーロ払い取引を行っ

ております。人民元は、米ドルに対して実質的に固定しているため、米ドル建・米ドル払い取引及び円建・米ド

ル払い取引の為替リスクと人民元建の製造原価、販売費及び一般管理費の為替リスクが一部軽減されることがあ

りますが、一方で海外向け販売が増加した場合には、当社グループの業績が為替変動のリスクを受ける可能性が

あります。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

連結売上高 （千円） 3,456,842 4,704,186 7,724,062 4,191,245 6,539,033 

連結経常損益 （千円） △334,457 568,260 2,258,394 △989,019 441,403 

連結当期純損益 （千円） △428,102 399,899 1,024,651 △929,337 △191,088 

売上高 （千円） 2,847,759 4,221,811 6,651,850 3,639,021 5,572,384 

経常損益 （千円） 100,378 295,131 1,742,892 △210,383 1,019,197 

当期純損益 （千円） 30,443 135,457 1,004,979 △137,519 428,610 



(2) 特定の経営者への依存について 

当社グループは、少数の経営陣によってマネジメントがなされておりますが、中でも当社の代表取締役社長であ

る白木学に対する依存度は大きく、当社グループのマネジメントにとどまらず、研究開発・技術開発、製造から営

業といった個別の業務においても重要な役割を担っております。このため、何らかの理由により、白木学が当社の

代表取締役としての職務等を遂行できなくなった場合には、当社グループの事業推進に重大な影響を及ぼす可能性

があります。 

(3) 関連当事者との取引について 

 最近の連結会計年度における関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

① 子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売、製品の仕入、材料の支給、販売代行手数料につきましては、一般の取引条件を勘案して決定し

ております。また、貸付につきましては、当社の短期借入金の平均金利と同様の金利にて貸付を行っており

ます。 

   ② 役員が議決権の過半数を実質的に保有する会社 

  

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち、課税取引に係わる残高には消

費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

①株式会社ソーイとの業務委託につきましては、原価に適正利潤を乗せた金額と他社からの見積りを比較し、

取引金額を決定しております。また、取引条件につきましては、一般の取引条件を勘案して決定しておりま

す。 

②ThinkTech TAIWAN Co.,LTD.への製品販売、販売代行手数料につきましては、一般の取引条件を勘案して決定

しております。また、貸付につきましては、当社の短期借入金の平均金利と同様の金利にて貸付を行っており

ます。 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
  

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有（被
所有）
割合 
（％） 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子会社 ThinkTech Korea Co.,LTD. 
大韓

民国 

200 

千ウォン  

一般貿

易販売

業 

(所有) 

直接 

100.0 

役員3

人 

当社製

品の販

売 

当社製

品の販

売 

3,891 売掛金 2,642 

販売代

行手数

料の支

払  

48,755  － － 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
  

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有（被
所有）
割合 
（％） 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及

び個人

株主等 

株式会社ソーイ 

大和

市中

央林

間 

10,000 

 千円

サービ

ス業 

(所有) 

直接 

－ 

役員 

－ 

開発委

託 

業務委

託手数

料の支

払 

79,839 未払金 20,957 

役員及

び個人

株主等 

ThinkTech TAIWAN Co.,LTD. 
中華

民国 

10,000 

 NT$

一般貿

易販売

業 

(所有) 

直接 

－ 

役員2

人 

当社製

品の販

売 

当社製

品の販

売 

20,231 売掛金 20,446 

運転資

金の貸

付 

3,000 
 短期貸

付金 
3,000 



(4) 製造物責任・瑕疵担保責任について 

 当社グループは、ＩＳＯ9001及びＱＳ9000の品質管理基準に基づいて、各種の製品を製造しており、現時点まで

に製造物責任法等に関する訴訟、瑕疵担保責任を遡及された訴訟は生じておりません。しかし、そのような事態が

発生した場合、当社製品への信頼性の低下や損害賠償請求等により、当社グループの業績に影響を受ける可能性が

あります。 

(5）設備投資について 

 当社グループは、生産能力を増加させるため及び内製化率を増加させるために多額の設備投資を行っていく予定

であります。なお、資金調達が出来なかった場合、中華人民共和国における総量規制の影響による制限を受けた場

合等により、これらの設備投資が出来なかった場合には、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があり

ます。 

 また、設備投資に見合う受注が取れなかった場合には、業績に重要な影響を受ける可能性があります。 

  なお、安定的及び機動的な資金調達を目的として、コミットメントライン契約（総額30億円）及び資本ファシリ

ティー契約（新株予約権3,700個）を締結いたしました。 

  

(6）知的財産権について 

 当社グループにとって、特許権及びその他知的財産権は競争力維持のために重要です。当社グループは自らが必

要とする多くの技術を自社開発しており、それを国内外において特許権、商標権及びその他の知的財産権として保

持しております。 

 しかし、以下のような知的財産権に関する問題が生じた場合には、当社グループの業績に影響を受ける可能性が

あります。 

① 当社グループが保有する知的財産権に対して異議申し立てがなされたり、無効請求等がなされた場合 

② 当社グループが保有する知的財産権が競争上の優位性をもたらさない、又はその知的財産権を有効に行使でき

ない場合 

③ 第三者により知的財産権の侵害を主張されその解決のために多くの時間とコストを費やし、又は経営陣及び経

営資源の集中を妨げる場合 

④ 第三者による侵害の主張が認められた場合に多額のロイヤルティの支払、該当技術の使用差止め等の損害が発

生する場合 

⑤ 第三者により知的財産権の侵害を受け、当社グループの知的財産権による競争力が維持できなくなり、また

は、その解決のために多くの時間とコストを費やし、または経営陣及び経営資源の集中を妨げる場合 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社グループの研究開発及び技術開発活動は、研究開発は当社で集中して行っており、また、技術開発は、当社及

び上海の2社で行っており、その内容は次のとおりであります。 

当社の研究開発活動は、モータ応用電子部品の新規開発と既存製品の小型化、軽量化、薄型化に焦点を絞った基礎

研究活動に努めてまいりました。また、中長期的には、オートフォーカス、３倍ズームと人間の「目」に代わるよう

な小型モータの開発に注力してまいります。 

技術開発活動につきましては、市場ニーズが低コスト化、短納期化を要求する時代にあって、工場での金型製作加

工、治工具の製造に始まり、部品の内製化に至るまでの設計技術の向上、一貫した体制を構築する技術開発に努めて

まいりました。 

その結果、当連結会計年度の研究開発費は、2億40百万円であり、当連結会計年度における主な成果としては、レ

ンズ駆動装置（オートフォーカス、３倍ズーム）、耐熱用小型モータがあります。 

なお、当社は、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で組織

されているため、事業の種類別セグメントに関連付けた説明は記載しておりません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当連結会計年度は、振動モータの販売数量の確保やオートフォーカス用リニアモータの販売開始により、売上高

は65億39百万円（前期比56.0％増）の増収が達成できました。また、営業費用面では、前連結会計年度で支出した

多額の開発費は、当連結会計年度においては、各顧客への対応による改良費のみの支出となり、しかも、各顧客へ

サンプル代金、または、金型費用として回収することが可能となったため、売上原価は、48億14百万円（同1.4％

減）と増収にもかかわらず、減少という結果となりました。また、販売費及び一般管理費は、オートフォーカス用

リニアモータの出荷増加に伴う運賃の増加等により、13億87百万円（20.3％増）となり、営業利益は3億36百万円

（前期18億44百万円の営業損失）となりました。営業外損益につきましては、取引先の状況及び各金融機関の状況

により、当初予定していたヘッジ対象となる取引（中国子会社からの人民元建て仕入）の減少を余儀なくされ、ヘ

ッジの有効性に疑義が出てきたことから、ヘッジ会計の適用を終了し、期末現在の時価をもって評価することとな

りましたため、デリバティブ評価益を5億4百万円計上いたしました。また、当連結会計年度の下期より、急激な円

安・人民元高となり、上海子会社の日本円建債権の評価による為替差益を、中国子会社の円建て売上による為替差

損が上回り、2億52百万円の為替差損を計上いたしました。その結果、経常利益は、4億41百万円（同9億89百万円

の経常損失）となりました。また、韓国の携帯電話市場では、市場占有率がトップのサムスン社、2位のLG社を除

き、モバイル事業の見直しという状態となってきております。特に、パンテック社、ＶＫTELECOM社の倒産によ

り、その取引先の連鎖倒産が進んでまいりました。当社でも、その出資先であるNEXG-TELECOM社が、取引先のパン

テック社の倒産のあおりを受けて、カメラモジュール部門の撤退等会社の整理を開始いたしました。このため、当

社では、投資1億65百万円及び売上債権1億11百万円を、NEXG-TELECOMのカメラモジュール部門が立ち上げた新会社

に売却し、投資有価証券売却損1億65百万円及び貸倒損失11百万円を計上いたしました。また、平成16年度に大手

取引先に販売していたオートフォーカス用リニアモータの在庫は、再開の目処が立たないため、廃棄し、63百万円

の損失を計上いたしました。以上の結果、税金等調整前当期純利益は、1億89百万円（同9億85百万円の損失）とな

りました。デリバティブ評価益等、日本における多額の利益の計上を行いましたので、日本の法人税等3億80百万

円を計上いたしました結果、当期純損失は、1億91百万円（同79.4％減）となりました。 

なお、上記事項は、提出日現在において判断したものであります。 

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度末における流動資産は、45億16百万円となり、前連結会計年度末に比し3億15百万円減少いたし

ました。この減少の主な内容は、現金及び預金が16億44百万円減少したのに対し、デリバティブ資産5億2百万円の

計上及びオートフォーカス用リニアモータの販売により受取手形及び売掛金が8億92百万円増加したことによるも

のであります。当連結会計年度末における有形固定資産は、68億75百万円となり、前連結会計年度末に比し8億61

百万円増加いたしました。この増加の主な内容は、上海工場における生産能力の増強のための設備投資、内製化の

ための設備投資によるものであります。 

 その結果、総資産は124億56百万円と前連結会計年度末に比し9億99百万円増加いたしました。 

当連結会計年度末における流動負債は、61億57百万円となり、前連結会計年度末に比し15億69百万円増加いたし

ました。その主な内容は、オートフォーカス用リニアモータを製造するための材料の仕入による買掛金の増加2億

82百万円、短期借入金が9億75百万円増加し、未払法人税等が2億65百万円増加したことによるものであります。未

払法人税等の増加は、日本における利益の計上によるものであります。当連結会計年度末における固定負債は24億

14百万円となり、前連結会計年度末に比し、8億67百万円の減少となりましたが、その主な原因は、借入金の約定

返済によるものであります。 



 その結果、総負債は85億71百万円と前連結会計年度末に比し7億1百万円増加いたしました。 

  当連結会計年度末における純資産の部は、38億84百万円と前連結会計年度末に比し2億97百万円増加いたしまし

た。この増加の主な内容は、新株予約権の行使による増資額4億87百万円があったこと及び当期純損失による減少1

億91百万円であります。 

なお、上記事項は、提出日現在において判断したものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

企業集団の設備投資の総額は、12億50百万円であります。その主なものは、上海工場において、部品の内製化を図

りかつ生産能力の増強に必要な工場の建設代金及び機械装置、工具器具及び備品の購入によるものであります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動をしており、単一事業部門で

組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動をしており、単一事業部門で

組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

(1) 提出会社 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定の金額であります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2) 在外子会社 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定の金額であります。 

事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

工具器
具及び
備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本      社 

(神奈川県大和市) 

会社統括業

務、研究開

発業務、販

売業務 

管理、研究

開発及び貸

与生産設備 

167,305 102,257 265,908 186,723 

(200.5)

130,775 852,970 
49（2） 

会社名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器
具及び
備品 

土地 
(面積
㎡) 

その他 合計 

上海思考電子

有限公司 

(中華人民共和

国上海市) 

製造業

務・販売

業務 

生産設備 419,222 1,941,142 43,906 － 

（－）

178,914 2,583,186 3,616 

思考電機(上

海)有限公司 

(中華人民共和

国上海市) 

製造業務 生産設備 344,454 1,920,477 105,287 － 

（－）

1,092,379 3,462,598 3,000 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、市場動向、業界動向を総合的に勘案をして策定をしております。設備投資計

画は当社が策定し、その設備投資計画及び資金計画に基づいて、各社での調整を行っております。  

なお、平成18年12月31日現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。 

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．思考電機（上海）有限公司の携帯電話市場向け製品製造装置の投資により、内製能力は280％増加し、内製化

率が80％となります。 

３．上海思考電子有限公司の携帯電話市場向け製品製造装置の投資により、内製能力が40％増加し、内製化率80％

となります。 

会社名 所在地 事業内容 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了 

思考電機

（上海）有

限公司  

中華人民共

和国上海

市  

製造業務 

携帯電話向

け製品製造

装置  

923,299 － 
自己資金及

び借入金  

平成19

年4月  

平成19

年9月  
（注）2  

上海思考電

子有限公

司  

中華人民共

和国上海

市  

製造業務 

携帯電話向

け製品製造

装置  

307,769 － 
自己資金及

び借入金  

平成19

年4月  

平成19

年8月  
（注）3  

思考電機

（上海）有

限公司  

中華人民共

和国上海

市  

製造業務 
ソフトウェ

アの開発  
200,000 － 

自己資金及

び借入金  

平成19

年11月  

平成20

年3月  
  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 213,000 

計 213,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年3月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 54,639 56,619 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
 － 

計 54,639 56,619 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行された新株予約権は、次のとおりであります。 

 ① 平成16年3月29日定時株主総会決議の新株予約権 

 （注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の算

式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は次

の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することが出来ます。ただし１個の新

株予約権をさらに分割して行使することは出来ません。 

(2）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員である場合に限り新株予約権を行使するこ

とが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続により新株

予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(3）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の1.5倍

以上であることを要します。 

(4）新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場又は店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することが出来ます。 

(5）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(6）その他の条件は、平成16年３月29日開催の定時株主総会及び平成16年３月29日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 58 58 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 174 174 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500,000 500,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 166,667 

資本組入額  83,334 

発 行 価 格 166,667 

資本組入額  83,334 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



 ② 平成17年3月25日定時株主総会決議の新株予約権 

 （注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の算

式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は次

の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、監査役又は従業員である場合に限り新株予約権を行

使することが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続に

より新株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(2）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の1.5倍

以上であることを要します。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成17年３月25日開催の定時株主総会及び平成18年３月17日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 99 99 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 99 99 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 531,720 531,720 

新株予約権の行使期間 
平成19年4月1日から 

平成24年3月31日まで 

平成19年4月1日から 

平成24年3月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 531,720 

資本組入額  265,860 

発 行 価 格 531,720 

資本組入額  265,860 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



 ③ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権 

 （注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の算

式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は次

の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(2）新株予約権者は、権利行使時において当社の従業員である場合に限り新株予約権を行使することが出来ま

す。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続により新株予約権を取

得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(3）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の1.5倍

以上であることを要します。 

(5）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(6）その他の条件は、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び平成18年11月30日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 98 98 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 98 98 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 404,700 404,700 

新株予約権の行使期間 
平成20年4月1日から 

平成25年3月31日まで 

平成20年4月1日から 

平成25年3月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 404,700 

資本組入額  202,350 

発 行 価 格 404,700 

資本組入額  202,350 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



 ④ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権 

 （注）新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、当社の取締役を退任した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から10日を経過す

るまでの間に限り新株予約権を行使できる。  

(2）上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下に定める場合、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行

使できる。  

  ① 新株予約権者が平成38年3月31日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成38年4月1日から平成

38年4月30日までとする。 

  ② 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、

その承認日の翌日から10日間とする。 

 ③ 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡退任した日の翌日から3ヶ月間とす

る。  

 (3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

 (4）その他の条件は、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び今後開催の取締役会決議に基づき、当社と対象

取締役との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

  

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 50 50 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50 50 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 1 

新株予約権の行使期間 
平成18年4月1日から 

平成38年4月30日まで 

平成18年4月1日から 

平成38年4月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 1 

資本組入額  1 

発 行 価 格 1 

資本組入額  1 

新株予約権の行使の条件 (注) (注) 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) (注) 

代用払込みに関する事項 －  －  



 会社法に基づき発行された新株予約権は、次のとおりであります。 

 ⑤ 平成18年11月22日取締役会決議の新株予約権 

 （注） １．平成18年12月9日以降、新株予約権の行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の前日まで（当日

を含む。）の3連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値（以下「平均終値」という。）が割当日の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値（当日に終値がない場合には、その前日の終値とする。）（以下「基準値」という。）以上であ

る場合には、行使価額は、効力発生日以降、当該平均終値の90％に相当する金額の1円未満の端数を切上げ

た金額に修正されるものとし、平均終値が、基準値未満である場合には、行使価額は、当該効力発生日以

降、当該平均値の92％に相当する金額の1円未満の端数を切上げた金額に修正される。 

     ２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の

算式により調整します。 

     ３．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は

次の算式により調整します。 

     ４．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

      (1) 各新株予約権の一部行使はできません。 

      (2）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,000 855 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,000 9,405 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 382,800（注１） 382,800（注１） 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月9日から 

平成20年12月9日まで 

平成18年12月9日から 

平成20年12月9日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 382,800（注１）

資本組入額  発行価格×0.5 

発 行 価 格 382,800（注１）

資本組入額  発行価格×0.5 

新株予約権の行使の条件 (注)４ (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割：１株を2.5株に分割 

２．有償第三者割当増資：発行価格500,000円、資本組入額250,000円 

３．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

４．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

５．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  発行価格  2,760,000円 

資本組入額 1,062,500円 

払込金総額 2,760,000千円 

７．株式分割：１株を３株に分割 

８．新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加：発行価格166,667円、資本組入額83,334円 

９．新株予約権（第三者割当て）の権利行使による増加：発行価格341,000円、資本組入額170,500円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
(株) 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増
減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成15年12月31日 

(注)1 
6,000 10,000 － 200,000 － － 

平成16年3月9日 

(注)2 
500 10,500 125,000 325,000 125,000 125,000 

平成16年3月31日 

(注)3 
4,500 15,000 45,000 370,000 45,450 170,450 

平成16年4月12日 

(注)4 
250 15,250 2,500 372,500 2,550 173,000 

平成16年4月16日 

(注)5 
1,500 16,750 15,000 387,500 15,300 188,300 

平成16年８月18日 

(注)6 
1,000 17,750 1,062,500 1,450,000 1,697,500 1,885,800 

平成17年５月20日 

(注)7 
35,500 53,250 － 1,450,000 － 1,885,800 

平成18年７月25日～

平成18年10月19日 

(注)8 

39 53,289 3,250 1,453,250 3,250 1,889,050 

平成18年10月２日～

平成18年10月27日 

(注)9 

1,350 54,639 240,319 1,693,569 240,318 2,129,368 



(5）【所有者別状況】 

(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在 

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
－ 7 16 50 17 3 2,608 2,701 － 

所有株式数

（株） 
－ 4,642 360 11,721 1,480 10 36,426 54,639 － 

所有株式数

の割合

（％） 

－ 8.5 0.7 21.4 2.7 0.0 66.7 100.0 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

白木 学 神奈川県大和市 22,950 42.0

株式会社シンクテック 神奈川県大和市中央林間３－２８－２２ 11,070 20.3 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２－１１－３ 3,200 5.9 

白木 秀子 神奈川県大和市 2,127 3.9 

ゴールドマンサックスインタ

ーナショナル 常任代理人 

ゴールドン・マンサックス証

券株式会社 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒ

ルズ森タワー 
604 1.1 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２－３－１４ 430 0.8 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 379 0.7 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－１１ 350 0.6 

野田 幹雄 神奈川県厚木市 300 0.5 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２－２－２ 244 0.4 

計 － 41,654 76.2 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権様式（その他）」の欄には、名義書換失念株式は18株含まれております。また、「議決権の数」の

欄には、同名義書換失念株式の完全議決権様式に係る議決権の数18個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

54,639 
 54,639 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  54,639 － － 

総株主の議決権 －  54,639 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

   ① 平成16年3月29日定時株主総会決議の新株予約権 

（注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することが出来ます。ただし１

個の新株予約権をさらに分割して行使することは出来ません。 

(2）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員である場合に限り新株予約権を行使

することが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相

続により新株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(3）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(4）新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場又は店頭登録された場合に限り、新株予

約権を行使することが出来ます。 

(5）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(6）その他の条件は、平成16年３月29日開催の定時株主総会及び平成16年３月29日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによりま

す。 

決議年月日 平成16年3月29日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 26名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 174株 

新株予約権の行使時の払込金額 166,667円 

新株予約権の行使期間 平成18年4月1日から平成23年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
 － 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



    ② 平成17年3月25日定時株主総会決議の新株予約権  

 (注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、監査役又は従業員である場合に限り新株予約

権を行使することが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合

並びに相続により新株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(2）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成17年３月25日開催の定時株主総会及び平成18年3月17日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。 

決議年月日 
株主総会平成17年3月25日 

取締役会平成18年3月17日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 99株 

新株予約権の行使時の払込金額 531,720円 

新株予約権の行使期間 平成19年4月1日から平成24年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
 － 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



     ③ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権  

（注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の従業員である場合に限り新株予約権を行使することが

出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続により新

株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(2）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び平成18年11月30日開催今後開催の取締

役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約

書」に定めるところによります。 

決議年月日 平成18年3月24日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 46名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 98株 

新株予約権の行使時の払込金額 404,700円 

新株予約権の行使期間 平成20年4月1日から平成25年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
－  

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



      ④ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権  

（注）新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、当社の取締役を退任した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から10日

を経過するまでの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2）上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下に定める場合、それぞれに定める期間内に限り新株予

約権を行使できる。 

 ① 新株予約権者が平成38年3月31日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成38年4月1日

から平成38年4月30日までとする。 

 ② 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が

完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で

承認された場合、その承認日の翌日から10日間とする。 

 ③ 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡退任した日の翌日から3ヶ月

間とする。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び今後開催の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

決議年月日 平成18年3月24日 

付与対象者の区分及び人数 取締役を対象 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 50株を限度 

新株予約権の行使時の払込金額 １円 

新株予約権の行使期間 平成18年4月1日から平成38年4月30日まで 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
－  



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 当該事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 当該事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 当該事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 当該事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 当該事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、「達成した経済的な成果を貢献度に応じて平等に分配する」という社是のもと、現段階では企業価値を高

めることに重点を置き、そのことにより、株主、顧客、社員に成果の分配を行うことを基本方針としています。その

ためには、事業の拡大と経営基盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、最低年１回の期末配当をしてまいり

ます。また、業績が向上した際には、中間配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、当社は「取締役会の決議によっ

て毎年6月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第5項に定

める剰余金の配当（中間配当金）をすることができる。」旨を定款に定めております。 

 平成19年3月23日の定時株主総会の決議により、1株当たり2,500円（配当金総額136,597千円）の期末配当を行ない

ました。また、平成19年12月期の配当につきましては、継続的に、１株当たり2,500円の配当を実施する予定であり

ます。一時的に配当性向は高まりますが、中長期的に配当性向を10％台としていきます。事業の拡大と経営基盤の強

化のために必要な内部留保につきましては、上海工場における製造能力の拡大及び内製化のための設備投資並びに開

発、製造、管理、営業に必要な人材への投資を行い、業績の一層の向上に努めることにより、業績の向上を目指し、

株主の皆様に多くの成果の配分が出来るように努力してまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

      なお、平成16年8月18日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

    ２．平成17年3月31日現在の株主に対して、普通株式1株につき3株の株式分割を実施しておりますが、□印は、

株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） － － 5,730,000 
4,220,000 

 □   886,000 
657,000 

最低（円） － － 2,930,000 
2,300,000 

 □   326,000 
333,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 426,000 415,000 485,000 426,000 383,000 417,000 

最低（円） 333,000 334,000 373,000 358,000 335,000 372,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有株式
数 
（株） 

取 締 役 会     長 野田 幹雄 昭和9年12月20日生 

昭和32年 4月 株式会社横浜銀行入行 

昭和62年 6月 同社取締役国際審査部長 

平成元年 6月 同社常務取締役 

平成 5年 6月 同社専務取締役 

平成 7年 6月 株式会社浜銀総合研究所代表取締

役社長 

平成14年 6月 同社顧問 

平成16年 3月 当社取締役会長(現任) 

※1 300 

代表取締役 社     長 白木 学 昭和22年10月10日生
昭和47年 4月 株式会社セコー技研入社 

昭和60年 2月 当社代表取締役社長（現任） 
※1 22,950 

取 締 役 
副社長 事業グ

ループ担当 
岸 透 昭和25年6月30日生 

昭和48年 4月 株式会社横浜銀行入行 

平成 2年 7月 横浜キャピタル株式会社出向 

平成 4年 6月 横浜キャピタル株式会社取締役営

業部長 

平成10年 8月 株式会社サンオータス監査役 

平成12年12月 当社監査役 

平成13年 7月 株式会社ツナミネットワークパー

トナーズ取締役（現任） 

平成15年 3月 当社取締役 

平成17年 3月 当社取締役副社長 

平成17年11月 当社取締役副社長関連会社支援グ

ループ担当（現任） 

※1 6 

取 締 役 

副社長 常務執

行役員製造グル

ープ担当兼思考

電機（上海）有

限公司総経理 

鈴木 賢 昭和19年12月6日生 

昭和35年 4月 ソニー株式会社入社 

平成 4年 4月 ソニー幸田株式会社取締役 

平成11年 4月 上海索広電子有限公司総経理 

平成13年 4月 ソニー中国有限公司無錫プロジェ

クト総監 

平成14年 4月 同社EMSC-CHINA総裁兼索尼電子

（無錫）有限公司副董事長 

平成17年 4月 思考電機（上海）有限公司総経理

（現任） 

平成17年11月 当社執行役員関連会社支援グルー

プ担当 

平成18年 3月 当社取締役兼常務執行役員関連会

社支援グループ担当（現任） 

※1 － 

常務取締役 
管理グループ担

当 
大貫 篤志 昭和43年9月7日生 

平成 2年10月 監査法人トーマツ入所 

平成13年 1月 株式会社ツナミネットワークパー

トナーズ入社 

平成15年 3月 当社監査役 

平成16年 1月 当社取締役管理部担当 

平成17年 3月 当社常務取締役管理部担当 

平成17年11月 当社常務取締役管理グループ担当

兼常務執行役員管理グループ担当

（現任） 

※1 5 

常勤監査役   長谷川 廣史 昭和23年5月4日生 

昭和44年 4月 尾関電子工業株式会社入社 

昭和49年 9月 長谷川電子機器研究所代表者 

昭和54年12月 有限会社マグニクス代表取締役 

平成15年 3月 当社監査役（現任） 

※2 6 

監 査 役   岩田 輝正 昭和19年9月7日生 

昭和42年 4月 株式会社横浜銀行入行 

平成 8年 6月 株式会社浜銀総合研究所常務取締

役 

平成13年 6月 横浜信用保証株式会社常勤監査役 

平成16年10月 株式会社エコアース統括部長（現

任） 

平成18年 3月 当社監査役（現任） 

※2 － 

 



 ※1.取締役につきましては、平成18年3月24日開催の定時株主総会から2年間の任期であります。 

 ※2.監査役につきましては、平成19年3月23日開催の定時株主総会から4年間の任期であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  
所有株式
数 
（株） 

監 査 役   大関 暁夫 昭和34年9月30日生 

昭和59年 4月 株式会社横浜銀行入行 

平成16年10月 同中央林間支店長 

平成18年 3月 経営コンサルタント（現任） 

平成19年 3月 当社監査役（現任） 

※2  － 

  計   23,312 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 企業統治に関する基本的方針 

当社は、少人数・小集団体制を取っており、コーポレート・ガバナンスを強化することにより、健全な会社運営

を行うこととしております。 

(2) 企業統治の内容 

① 取締役会 

取締役会は、５名で構成しております。社内、社外の取締役は、定時取締役会（月に1度開催）及び臨時取締

役会の全てに出席することとしております。また、社外取締役の役割として、監査役会が担う企業統治の役割を

積極的にサポートし、商法上の監査役会の役割を超える企業統治の役割を担うとともに、経営に関する助言を行

うこととしております。今後は、社外取締役を増強する予定です。 

② 監査役会 

監査役会は、社内監査役1名（常勤）と社外監査役2名で構成しております。社内、社外の監査役はともに定時

取締役会（月に1度開催）及び臨時取締役会の全てに出席し、取締役会について商法上の監査役会の役割におい

て、企業統治の役割を担うこととしております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査は、日本においては、管理グループの担当役員スタッフ１名を指揮・命令のもと、手続きが、

法律及び当社の規程及び定款に準拠しているかどうかの準拠性監査を中心として行っております。また、関連会

社においては、管理グループ担当役員の指揮命令のもと、外部委託先を利用し、主に不正発見の手続きを中心と

した内部監査を行っております。この外部委託先は、公認会計士かつ公認内部監査人の資格を有する責任者とそ

れぞれの国で公認会計士と同等の資格を有するスタッフ３名とその他のスタッフ５名から構成され、随時補強行

っております。 

当社の監査役監査は、３名の監査役がそれぞれ、業務監査を中心として行っております。会計監査については、

会計監査人の監査手続きが妥当かどうかを、年に数回の会計監査人からの報告及び会計監査人への質疑・応答等

を行っております。また、スタッフが必要な場合には、管理グループの担当役員に依頼し、内部監査のスタッフ

及び外部委託先を利用しております。なお、内部監査の報告については、監査役会において行っております。 

④ 執行役員制度 

当社は、執行役員制度を導入しております。全ての部門には、部長の上席として執行役員及び担当取締役を配

置しました。このことにより、取締役会での決定事項を担当取締役が執行役員に伝達し、業務の執行状況を担当

取締役に報告することにより、取締役会での経営方針決定が正しく行える体制を整えております。 

⑤ 社長室 

社長室では、弁護士・公認会計士・税理士とのコンタクトを取り、企業統治に関する専門家の意見を取り入れ

るようにしております。 

⑥ 社外監査役との関係  

当社は、社外監査役２名を選任しておりますが、社外監査役２名のうち１名は、当社株式を６株保有しており

ます。この他に個人としてまたそれらが取締役又は監査役に就任する会社と当社との間には特別の利害関係はご

ざいません。  

⑦ 会計監査の状況   

 当社は、証券取引法に基づく監査基本契約を監査法人トーマツと締結しておりますが、同監査法人及び当社監

査役に従事する監査法人の業務執行社員及びその監査従事者と当社の間には特別の利害関係はございません。 

 ・業務を遂行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名 

   浅枝 芳隆（監査法人トーマツ） 

   三宅 秀夫（監査法人トーマツ） 

 ・監査法人に係る補助者の構成 

 公認会計士２名、会計士補５名 

(3) 役員報酬の内容 

当社の平成18年12月期おける役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

取 締 役 43,290千円 

常勤監査役  3,000千円 

社外監査役  2,700千円 

(4) 監査報酬の内容 

当社の平成18年12月期における監査報酬の内容は以下のとおりであります。 

公認会計士法第2条第1項の規定に基づく監査証明に係る報酬 13,650千円 

それ以外の報酬                      3,000千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第21期事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

22期事業年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第21期事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）

及び第21期事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年1月1日から平成

18年12月31日まで）及び第22期事業年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   2,108,309 463,681 

２．受取手形及び売掛金 ※3 1,219,393 2,111,761 

３．たな卸資産   1,012,985 975,937 

４．未収還付消費税等   52,932 58,575 

５．デリバティブ資産   268,807 502,162 

６．繰延税金資産   164,563 49,484 

７．その他   4,868 378,802 

貸倒引当金   － △24,025 

流動資産合計   4,831,860 42.2 4,516,381 36.3

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1)建物及び構築物   863,417 1,137,289   

減価償却累計額   201,479 661,938 206,306 930,983 

(2)機械装置及び運搬具   4,190,468 4,895,773   

減価償却累計額   546,237 3,644,230 947,345 3,948,427 

(3)工具器具及び備品   862,152 1,063,650   

減価償却累計額   418,114 444,038 656,648 407,002 

(4)土地   186,723 186,723 

(5)建設仮勘定   1,077,068 1,402,069 

有形固定資産合計   6,013,998 52.5 6,875,205 55.2

２．無形固定資産     

その他   93,445 205,913 

無形固定資産合計   93,445 0.8 205,913 1.6

 



    
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券 ※1 161,561 516,257 

(2)繰延税金資産   7,610 － 

(3)その他 ※1  348,950 342,891 

投資その他の資産合計   518,123 4.5 859,148 6.9

固定資産合計   6,625,567 57.8 7,940,268 63.7

資産合計   11,457,428 100.0 12,456,649 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   687,551 969,691 

２．短期借入金   2,450,000 3,425,000 

３．1年内返済予定長期借入金   583,260 727,050 

４．1年内償還予定社債   40,000 40,000 

５．未払金   383,109 503,282 

６．未払法人税等   17,836 283,607 

７．賞与引当金   2,042 48,588 

８．繰延ヘッジ利益   268,807 － 

９．その他   155,130 159,949 

流動負債合計   4,587,738 40.0 6,157,168 49.4

 



    
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．社債   230,000 190,000 

２．長期借入金   2,866,435 2,139,385 

３．繰延税金負債   － 9,897 

４．退職給付引当金   9,934 － 

５．その他   176,280 75,469 

固定負債合計   3,282,650 28.7 2,414,751 19.4

負債合計   7,870,388 68.7 8,571,920 68.8

      
      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※2 1,450,000 12.7 － －

Ⅱ 資本剰余金   1,885,800 16.4 － －

Ⅲ 利益剰余金   114,297 1.0 － －

Ⅳ 為替換算調整勘定   136,942 1.2 － －

資本合計   3,587,040 31.3 － －

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  11,457,428 100.0 － － 

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 1,693,569 13.6

２．資本剰余金   － － 2,129,368 17.1

３．利益剰余金   － － △218,789 △1.7

  株主資本合計   － － 3,604,147 29.0

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   － － 21,192 0.2

２．為替換算調整勘定   － － 231,524 1.8

  評価・換算差額等合計   － － 252,717 2.0

Ⅲ 新株予約権   － － 27,863 0.2

純資産合計   － － 3,884,729 31.2

負債純資産合計   － － 12,456,649 100.0

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％）

Ⅰ 売上高   4,191,245 100.0 6,539,033 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,881,901 116.5 4,814,937 73.6

売上総利益（損失△）   △690,656 △16.5 1,724,095 26.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2 1,153,462 27.5 1,387,200 21.2

営業利益（損失△）   △1,844,118 44.0 336,895 5.2

Ⅳ 営業外収益     

１.受取利息   2,811 670   

２.受取配当金   100 10   

３.貸倒引当金戻入益   2,646 －   

４.為替差益   506,073 －   

５.デリバティブ評価益   － 504,640   

６.受取開発費負担金   500,000 －   

７.その他   13,201 1,024,833 24.5 22,495 527,817 8.1

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   60,591 95,232   

２．債権譲渡損   15,206 －   

３．シンジケートローン手数料   60,200 7,600   

４. 株式交付費   － 4,740   

５．為替差損   － 252,866   

６．その他   33,736 169,733 4.0 62,869 423,309 6.5

経常利益（損失△）   △989,019 △23.6 441,403 6.8

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※3 16,045 16,045 0.4 － － －

Ⅶ 特別損失     

１．貸倒損失   － 11,294   

２．投資有価証券売却損   － 165,076   

３．棚卸資産廃棄損   － 63,873   

４．前期損益修正損   － 11,370   

５．固定資産売却損 ※4 12,072 12,072 0.3 － 251,615 3.9

税金等調整前当期純利益
（損失△） 

  △985,045 △23.5 189,787 2.9

法人税、住民税及び事業税   2,340 262,805   

過年度法人税等   37,750 －   

法人税等調整額   △95,799 △55,708 △1.3 118,071 380,876 5.8

当期純損失   929,337 △22.2 191,088 △2.9

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,885,800

Ⅱ 資本剰余金期末残高   1,885,800

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,132,385

Ⅱ 利益剰余金減少高   

１．配当金   88,750

２．当期純損失   929,337 1,018,087

Ⅲ 利益剰余金期末残高   114,297

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 1,450,000 1,885,800 114,297 3,450,097 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 243,569 243,568   487,137 

剰余金の配当     △133,125 △133,125 

当期純利益     △191,088 △191,088 

新規連結に伴う減少     △8,873 △8,873 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

243,569 243,568 △333,087 154,050 

平成18年12月31日 残高（千円） 1,693,569 2,129,368 △218,789 3,604,147 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高（千円） － 136,942 136,942 2,523 3,589,562 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行         487,137 

剰余金の配当         △133,125 

当期純利益         △191,088 

新規連結に伴う減少         △8,873 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

21,192 94,582 115,774 25,339 141,113 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

21,192 94,582 115,774 25,339 295,164 

平成18年12月31日 残高（千円） 21,192 231,524 252,717 27,863 3,884,729 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益   △985,045 189,787 

減価償却費   497,577 592,430 

貸倒引当金の増減額（減少△）   △2,646 23,737 

賞与引当金の増減額（減少△）   348 46,545 

退職給付引当金の増減額（減少△）   1,079 △9,934 

受取利息及び受取配当金   △2,911 △670 

支払利息   60,591 95,232 

株式交付費   － 4,740 

デリバティブ評価益   － △504,640 

為替差損益（差益△）   △143,437 4,705 

有形固定資産売却益   △16,045 － 

有形固定資産売却損   12,072 － 

投資有価証券売却損   － 165,076 

売上債権の増減額（増加△）   106,257 △901,830 

たな卸資産の増減額（増加△）   224,350 66,131 

仕入債務の増減額（減少△）   △436,324 45,600 

未収消費税等の増減額（増加△）   6,519 △5,084 

その他資産の増減額（増加△）   428,062 △93,426 

その他負債の増減額（減少△）   309,086 20,564 

小計   59,533 △261,036 

利息及び配当金の受取額   3,590 670 

利息の支払額   △59,678 △100,341 

法人税等の支払額   △683,147 △6,474 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △679,701 △367,181 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出   △299,028 △28,048 

定期預金の払戻による収入   － 300,039 

有形固定資産の取得による支出   △2,860,894 △1,484,082 

有形固定資産の売却による収入   52,845 － 

無形固定資産の取得による支出   △3,830 － 

関係会社株式の取得による支出   － △100 

投資有価証券の取得による支出   △156,555 △492,835 

その他投資の増減額（増加△）   △92,572 △83,015 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,360,036 △1,788,042 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額（減少△）   2,350,000 954,319 

長期借入れによる収入   2,800,000 － 

長期借入金の返済による支出   △732,597 △583,260 

社債の償還による支出   △40,000 △40,000 

株式の発行による収入   － 482,396 

新株予約権の発行による収入   － 27,863 

配当金の支払額   △88,750 △133,125 

財務活動によるキャッシュ・フロー   4,288,652 708,194 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   121,920 2,102 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
 （減少△） 

  370,834 △1,444,929 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,362,747 1,733,582 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加  

  － 72,290 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,733,582 360,946 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 2社 

連結子会社の名称 

上海思考電子有限公司 

思考電機（上海）有限公司 

(1) 連結子会社の数 3社 

 連結子会社の名称 

 上海思考電子有限公司 

思考電機（上海）有限公司 

 思考技研（香港）有限公司 

      思考技研（香港）有限公司は当連

結会計年度より金額的な重要性が増

したため、連結の範囲に含めており

ます。 

  (2) 非連結子会社の名称 

  思考技研（香港）有限公司 
  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2) 非連結子会社の名称 

 Think Tech Korea Co.,Ltd. 
 ㈱ソーイ・アセット・マネジメント 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

      

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の非連結子会社の数 

 持分法適用の非連結子会社はあ

りません。 

(1) 持分法適用の非連結子会社の数 

同 左 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社 

 思考技研（香港）有限公司 

 持分法を適用しない非連結子

会社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社 

Think Tech Korea Co.,Ltd. 
 ㈱ソーイ・アセット・マネジメント 

 ㈱MCNEX-JAPAN 

 Shanghai Lufa Shicoh Science ＆

Technology Co.,Ltd.  

 持分法を適用しない非連結子

会社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の

末日は連結決算日と一致しておりま

す。 

同 左 

      

４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

  ② デリバティブ 

  時価法 

  

② デリバティブ 

  時価法 

  

  ③ たな卸資産 

製品、材料、仕掛品 

総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

製品、材料、仕掛品 

同 左 

      

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

 当社は、定率法（ただし、建物

（建物付属設備を除く）は定額法）

を採用し、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

同 左 

      

  （主な耐用年数） 

建物及び構築物   5年～38年 

機械装置及び運搬具 4年～11年 

工具器具及び備品  2年～11年 

  

  

      

  

② 無形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

自社利用のソフトウェア 5年 

土地使用権       50年 

② 無形固定資産 

同 左 

      

      

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  ①         ────── 

         

① 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

      

  (4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同 左 

      

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ② 賞与引当金 

 当社は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担に属する部分

を計上しております。 

② 賞与引当金 

   当社は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担に属する部分

を計上しております。 

 なお、翌上期の賞与の支給は行わな

い見込みのため、当連結会計年度にお

いては、賞与引当金の計上はありませ

ん。 

      

  ③ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における

退職給付債務に基づき、当連結会計

年度に発生したと認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

 （追加情報） 

従来、従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ておりましたが、平成18年3月31日

付で退職金制度を廃止いたしまし

た。 

 この退職金制度の廃止に伴い、従

業員の退職給付債務の精算を実施

し、従業員に対する精算額（9,262千

円）については、長期未払金（固定

負債「その他」に計上しておりま

す。 

      

  (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

      

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額に

ついては、資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額に

ついては、純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

      

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

ハ ヘッジ方針 

   為替リスクの低減のため、対  

  象予定取引の範囲内でヘッジを  

  行っております。 

  

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  なお、当連結会計年度において

ヘッジ対象の予定取引の実行可能

性を見直した結果、ヘッジ会計を

終了しております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

ハ ヘッジ方針 

   為替リスクの低減のため、対  

  象予定取引の範囲内でヘッジを  

  行っております。 

  

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

  (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

      

  イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同 左 

      

６．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分

又は損失処理に基づいて作成しており

ます。 

────── 

      

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同 左 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 １．固定資産の減損に係る会

計基準 

─────  当連結会計年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定遺産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9日）及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。この適用による損益への影響はあり

ません 。 

      

 ２．貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準 

─────  当連結会計年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,856,865千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対照表

の純資産の部については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。   

 ３．繰延資産の会計処理に関

する当面の取り扱い 

 ─────   当連結会計年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年8月11日 

実務対応報告第19号）を適用しており

ます。 

４．ストック・オプション等に

関する会計基準 

 ─────  当連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第8号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第11号 平成18年5月31日）

を適用しております。 

 これにより、従来の会計処理によった

場合と比べて、営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益は 1,441千円減

少しております。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年12月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。この結果、販売費及び一般管理費が7,005

千円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純

利益が、同額減少しております。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※1.非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※1.非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

 その他（出資金）            7,249千円 
 投資有価証券              5,000千円 

  その他（出資金）           11,226千円 

※2.発行済株式総数      普通株式 53,250株 ※2.        ────── 

※3.期末日満期手形 ※3.期末日満期手形 

 期末日満期日手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

 期末日満期日手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

 受取手形               10,748千円   受取手形                 25,635千円 

4． 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行  

 11行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

  これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行 

 残高は次のとおりであります。 

     

4．         ────── 

  

  

  

  

貸出コミットメントの金額      4,800,000千円   

借入実行残高            4,100,000千円   

差引額                700,000千円 

  
 

<財務制限条項> 

上記、貸出コミットメント契約には以下の財務制限条項が

ついており、各年度の決算期末日において、下記の条件を

充足することを確約しております。  

<財務制限条項> 

当社借入金のうち、2,000,000千円については、以下の財

務制限条項がついており、各年度の決算期末日において、

下記の条件を充足することを確約しております。  

（1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。  （1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。  

（2）連結貸借対照表資本の部の金額を、平成16年12月末

の連結貸借対照表資本の部の金額の80%もしくは75%以

上に維持すること。  

（2）連結貸借対照表純資産の部の金額を、平成16年12月

末の連結貸借対照表純資産の部の金額の75%以上に維持

すること。  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    

運賃 83,779千円 

給与・賞与 210,307 

賞与引当金繰入額 2,042 

退職給付費用 1,324 

減価償却費 43,042 

研究開発費 163,933 

運賃 152,775千円 

給与・賞与 255,093 

貸倒引当金繰入額           21,694 

退職給付費用 999 

減価償却費 56,929 

研究開発費 240,214 

※2.一般管理費に含まれる研究開発費  163,933千円 ※2.一般管理費に含まれる研究開発費  240,214千円 

              

※3.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※3.        ───── 

工具器具及び備品   15,048千円

その他  996千円

計  16,045千円

 

  
  

※4.固定資産売却損の内容は次のとおりであります。    ※4.        ───── 

工具器具及び備品 11,508千円  

その他        564千円  

計             12,072千円  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 （注）普通株式の株式数の増加1,389株は、新株予約権（ストックオプション及び第三者割当て）の行使によるもので

す。 

２．新株予約権 

 （注）上表の新株予約権はすべて権利行使可能なものであります。新株予約権の増加11,000株は、新株予約権の発行に

よるものです。新株予約権の減少のうち1,350株は、権利行使によるものであり、2,350株は消却によるものであ

ります。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 53,250 1,389 － 54,639 

合計 53,250 1,389 － 54,639 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

平成17年新株予約権 普通株式 3,700 － 3,700 － － 

平成18年新株予約権 普通株式 － 11,000 － 11,000 26,422 

合計 － 3,700 11,000 3,700 11,000 26,422 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年3月24日 

定時株主総会 
普通株式 133,125 2,500 平成17年12月31日 平成18年3月27日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年3月23日 

定時株主総会 
普通株式 136,597 2,500 平成18年12月31日 平成19年3月26日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

（千円） （千円） 

現金及び預金勘定 2,108,309 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △374,726 

現金及び現金同等物 1,733,582 

現金及び預金勘定 463,681 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △102,735 

現金及び現金同等物 360,946 

    



（リース取引関係） 

  該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

有価証券 

１．時価のない主な有価証券の内容 

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年12月31日 至平成18年12月31日） 

  

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(１）子会社株式及び関連会社株式     

 非上場株式 － 5,000 

 その他出資金 7,249 11,226 

 合計 7,249 16,226 

(２）その他有価証券     

 非上場株式 161,561 507,433 

 合計 161,561 507,433 

 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円) 

0 － 165,076 



（デリバティブ取引関係） 

 １．取引の状況に関する事項  

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では直物

為替先渡取引であります。 

(1）利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では直物

為替先渡取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では製品輸入による

外貨建予定取引の為替変動リスクを回避し、安定的な

利益の確保を図る目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では製品輸入による

外貨建予定取引の為替変動リスクを回避し、安定的な

利益の確保を図る目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引 

ヘッジ対象 … 製品輸入による外貨建予定取引 

ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、外貨建予定取引の範囲内

でヘッジを行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。当連結会計年度に

おいてヘッジ対象の予定取引の実行可能性を見直した

結果、ヘッジ会計を終了しております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引 

ヘッジ対象 … 製品輸入による外貨建予定取引 

ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、外貨建予定取引の範囲内

でヘッジを行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

 (4）取引に係るリスクの内容 

   直物為替先渡取引は為替相場の変動によるリスクを

  有しております。 

   なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

  定しているため信用リスクはほとんどないと認識して 

  おります。 

 (4）取引に係るリスクの内容 

   直物為替先渡取引は為替相場の変動によるリスクを

  有しております。 

   なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

  定しているため信用リスクはほとんどないと認識して 

  おります。 

 (5）取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

  限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

  担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。 

 (5）取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

  限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

  担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。 

 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

  あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約 

  額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が 

  デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ 

  りません。 

 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

  あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約 

  額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が 

  デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ 

  りません。 



 ２．取引の時価等に関する事項 

   前連結会計年度（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 

   該当事項はありません。 

なお、直物為替先渡取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用いたしておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

当連結会計年度（自 平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

なお、直物為替先渡取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用いたしておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

当連結会計年度においてヘッジ対象の予定取引の実行可能性を見直した結果、ヘッジ会計を終了しております。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、当社において退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。従来、従業員の退職給付に備えるため、期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりましたが、平成18年3月31日付で退職金制度を

廃止いたしました。この退職金制度廃止に伴い、従業員の退職給付債務の精算を実施し、従業員に対する精算

額（9,262千円）については未払金として計上しております。         

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

退職給付債務（千円） 9,934 － 

退職給付引当金（千円） 9,934 － 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

退職給付費用（千円） 1,324 999 

勤務費用（千円） 1,324 273 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社従業員  48名 当社従業員  40名 当社従業員  47名 

ストック・オプション数 普通株式   300株 普通株式   100株 普通株式   100株 

付与日 平成16年4月19日 平成18年3月20日 平成18年11月30日 

権利確定条件 
 権利確定条件は付されてお

りません。 

 権利確定条件は付されてお

りません。 

 権利確定条件は付されてお

りません。 

対象勤務期間 
 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
 平成18年4月1日から平成23

年3月31日まで 

 平成19年4月1日から平成24

年3月31日まで 

 平成20年4月1日から平成25

年3月31日まで 

 
平成16年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション
平成18年 

ストック・オプション

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 261 － － 

権利確定 － 100 100 

権利行使 39 － － 

失効 48 1 2 

未行使残 174 99 98 

 
平成16年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション
平成18年 

ストック・オプション

権利行使価格      （円） 166,667 531,720 404,700 

行使時平均株価     （円） 396,692 － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 189,841 



２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積もり方

法は以下のとおりであります。 

     ①使用した評価方法 

 ブラック・ショールズモデル 

     ②ストック・オプションの主な基礎数値及び見積り方法 

     （注1）株価の変動の算定は、付与日までの過去2年間の株価実績に基づき算定しております。 

     （注2）十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ

れるものと推定して見積もっております。 

     （注3）平成16年12月期の配当実績、平成17年12月期の配当実績によっております。 

     （注4)予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。  

４．連結財務諸表への影響額 

 ストック・オプション制度による株式報酬費用 1,441千円 

 
平成18年 

ストック・オプション 

株価変動性（注1） 71％ 

予想残存期間（注2） 3年10ヶ月 

予想配当（注3） 2,084円／株 

無リスク利子率（注4） 1.25％ 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価引当金 5,058 

賞与引当金 830 

未払事業税 1,423 

一括償却資産償却超過額 5,526 

退職給付引当金限度超過額 3,917 

連結会社間内部利益の消去 20,329 

繰越欠損金 468,138 

その他 98 

繰延税金資産小計 505,322 

評価性引当額 △331,315 

繰延税金資産合計 174,007 

（繰延税金負債）   

連結会社間内部利益の消去 1,833 

繰延税金資産の純額 172,174 

  （千円）

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価引当金 35,652 

未払事業税 19,348 

繰延未実現利益 12,206 

貸倒引当金超過額 7,120 

一括償却資産償却超過額 3,300 

退職給付引当金限度超過額 3,763 

繰越欠損金 445,247 

その他 5,356 

繰延税金資産小計 531,996 

評価性引当額 △471,915 

繰延税金資産合計 60,081 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 14,515 

連結会社間内部利益の消去 5,978 

繰延税金資産の純額 39,587 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.2 

住民税均等割額 △0.2 

法人税等修正申告 3.0 

繰越欠損金 △21.9 

連結会社間内部利益の消去 4.9 

存外子会社との税率差異 △12.6 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.9 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 

住民税均等割額 1.2 

留保金課税 24.7 

評価性引当（繰越欠損金等） 89.6 

連結会社間内部利益の消去 △2.7 

存外子会社との税率差異 47.1 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 201.1 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

当社グループは、同一セグメントに属する各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を専業としてお

ります。したがって、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

当社グループは、同一セグメントに属する各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を専業としてお

ります。したがって、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近隣度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…中華人民共和国 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近隣度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…中華人民共和国 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 3,639,021 552,223 4,191,245 － 4,191,245 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 3,969,837 3,969,837 (3,969,837) － 

計 3,639,021 4,522,061 8,161,082 (3,969,837) 4,191,245 

営業費用 4,273,531 5,624,205 9,897,736 (3,862,372) 6,035,363 

営業利益又は営業損失（△） △634,510 △1,102,143 △1,736,654 (107,464) △1,844,118 

Ⅱ．資産 11,141,525 7,345,905 18,487,430 (7,030,002) 11,457,428 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 4,219,910 2,319,123 6,539,033 － 6,539,033 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,352,474 4,998,046 6,350,520 (6,350,520) － 

計 5,572,384 7,317,168 12,889,553 (6,350,520) 6,539,033 

営業費用 4,965,540 8,055,112 13,020,652 (6,818,515) 6,202,137 

営業利益又は営業損失（△） 606,844 △737,944 △131,100 467,995 336,895 

Ⅱ．資産 12,751,082 9,001,605 21,752,687 (9,296,038) 12,456,649 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１） アジア…中華人民共和国、マレーシア、大韓民国 

（２） 欧州…ドイツ、スウェーデン、フランス、フィンランド、スイス、ハンガリー、イギリス 

（３） 南米…ブラジル 

（４） 北米…アメリカ、メキシコ、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１） アジア…中華人民共和国、マレーシア、大韓民国 

（２） 欧州…ドイツ、スウェーデン、フランス、フィンランド、スイス、ハンガリー、イギリス 

（３） 南米…ブラジル 

（４） 北米…アメリカ、メキシコ、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 欧州 南米 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 

（千円） 
2,305,327 220,332 283,228 56,154 54,293 2,919,337 

Ⅱ 連結売上高 

（千円） 
－ － － － － 4,191,245 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
55.0 5.3 6.8 1.3 1.3 69.7 

  アジア 欧州 南米 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 

（千円） 
4,261,413 181,556 250,530 5,725 734 4,699,958 

Ⅱ 連結売上高 

（千円） 
－ － － － － 6,539,033 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
65.2 2.8 3.8 0.1 0.0 71.9 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

(1) 子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  製品の販売、製品の仕入、材料の支給、販売代行手数料につきましては、一般の取引条件を勘案して決定

しております。 

    (2) 役員が議決権の過半数を実質的に保有する会社 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件等の決定方針等 

      株式会社ソーイとの業務委託につきましては、原価に適正利潤を乗せた金額と他社からの見積りを比較し、

取引金額を決定しております。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
  

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

子会社 

思考技

研 (香

港)有限

公司 

中国

香港 

500 

 千HK$

一般貿易

販売業 

(所有) 

直接 

99.9 

役員2人 
当社製品

の販売 

当社製品

の販売 
1,021,723 売掛金 237,603 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
  

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員及び

個人株主

等 

株式会社

ソーイ 

大和

市中

央林

間 

10,000 

 千円

サービス

業 

(所有) 

直接 － 
役員2人 開発委託 

業務委託

手数料の

支払 

66,539 未払金 5,956 



当連結会計年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

(1) 子会社等 

  

    (2) 役員が議決権の過半数を実質的に保有する会社 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

 ２．取引条件及び取引条件等の決定方針等 

 ①株式会社ソーイとの業務委託につきましては、原価に適正利潤を乗せた金額と他社からの見積りを比較

し、取引金額を決定しております。また、取引条件につきましては、一般の取引条件を勘案して決定して

おります。 

②ThinkTech TAIWAN Co.,LTD.への製品販売、販売代行手数料につきましては、一般の取引条件を勘案して決

定しております。また、貸付につきましては、当社の短期借入金の平均金利と同様の金利にて貸付を行っ

ております。 

  

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
  

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

子会社 ThinkTech Korea Co.,LTD. 
大韓民

国 

200 

千ウォン  

一般貿

易販売

業 

(所有) 

直接 

100.0 

役員3

人 

当社製

品の販

売 

当社製

品の販

売 

3,891 売掛金 2,642 

販売代

行手数

料の支

払 

48,755  － － 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
  

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有（被
所有）
割合 
（％） 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

個人株主

が議決権

の過半数

を実質的

に所有す

る会社 

株式会社ソーイ 

大和

市中

央林

間 

10,000 

 千円

サービ

ス業 

(所有) 

直接 

－ 

役員 

- 

開発委

託 

業務委

託手数

料の支

払 

79,839 未払金 20,957 

役員及び

個人株主

が議決権

の過半数

を実質的

に所有す

る会社 

ThinkTech TAIWAN Co.,LTD. 
中華

民国 

10,000 

 NT$

一般貿

易販売

業 

(所有) 

直接 

－ 

役員2

人 

当社製

品の販

売 

当社製

品の販

売 

20,231 売掛金 20,446 

運転資

金の貸

付 

3,000 
短期貸付

金 
3,000 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

１株当たり純資産額        67,362.25円 

１株当たり当期純損失金額        17,452.35円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

  

１株当たり純資産額     70,588.15円 

１株当たり当期純損失金額       3,569.17円 

 同 左 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

1株当たり当期純利益金額     

当期純利益（損失△）（千円） △929,337 △191,088 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（損失△）（千円） △929,337 △191,088 

期中平均株式数（株） 53,250 53,539 

      

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権2種類 

新株予約権の数 3,800個 

新株予約権4種類 

新株予約権の数      11,371個 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

──────  ──────  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

当社 第４回無担保社債 平成15年2月25日 100,000 100,000 0.710 無担保 平成20年2月25日 

当社 第５回無担保社債 平成15年2月25日 50,000 50,000 0.650 無担保 平成20年2月25日 

当社 第６回無担保社債 平成15年9月30日 
120,000 

(40,000) 

80,000 

(40,000) 

0.930 

  
無担保 平成20年9月30日 

合計 － － 
270,000 

 ( 40,000) 

230,000 

( 40,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

40,000 190,000 － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,450,000 3,425,000 2.15 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 583,260 727,050 1.61 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く。） 
2,866,435 2,139,385 1.74 

平成19年～平成 

23年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 5,899,695 6,291,435 － － 

  
１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内
（千円） 

長期借入金 708,188 651,159 420,038 360,000 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   1,937,139 403,367 

２．受取手形 ※3 71,551 99,806 

３．売掛金 ※2 970,753 1,619,381 

４．製品   278,420 265,828 

５．原材料   33,983 26,105 

６．前払費用   13,039 12,071 

７．繰延税金資産   164,563 49,484 

８．未収入金 ※2 2,838,884 4,655,312 

９．未収還付消費税等   52,932 45,954 

10．関係会社短期貸付金   91,709 94,709 

11．デリバティブ資産   268,807 502,162 

12．その他   184,169 7,931 

貸倒引当金   － △17,520 

流動資産合計   6,905,954 62.0 7,764,596 60.9

Ⅱ 固定資産     

(1)有形固定資産     

１．建物   180,379 180,379   

減価償却累計額   31,753 148,625 36,894 143,485 

２．構築物   57,752 57,752   

減価償却累計額   31,012 26,739 33,931 23,820 

３．機械及び装置   161,219 158,258   

減価償却累計額   29,694 131,524 56,240 102,017 

４．車両運搬具   4,807 4,807   

減価償却累計額   4,559 247 4,567 240 

５．工具器具及び備品   862,330 1,086,675   

減価償却累計額   581,250 281,079 820,767 265,908 

６．土地   186,723 186,723 

７．建設仮勘定   16,354 130,775 

有形固定資産合計   791,295 7.1 852,970 6.7

 



    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産     

１．電話加入権   414 414 

２．ソフトウェア   11,655 8,438 

無形固定資産合計   12,069 0.1 8,853 0.1

(3）投資その他の資産     

１．投資有価証券   161,561 516,257 

２．出資金   10,534 96,962 

３．関係会社出資金   2,977,008 3,344,318 

４．長期前払費用   94,446 80,928 

５．繰延税金資産   9,444 － 

６．保険積立金   81,639 32,485 

７．組合預け金   95,496 － 

８．その他   2,073 53,709 

投資その他の資産合計   3,432,205 30.8 4,124,661 32.3

固定資産合計   4,235,570 38.0 4,986,485 39.1

資産合計   11,141,525 100.0 12,751,082 100.0 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金 ※2 406,398 756,964 

２．短期借入金   2,450,000 3,425,000 

３．一年内返済予定長期借入金   463,260 607,050 

４．一年内償還予定社債   40,000 40,000 

５．未払金   209,342 144,475 

６．未払費用   10,119 10,306 

７．未払法人税等   4,647 274,166 

８．前受金   25 32,357 

９．預り金   1,508 6,543 

10．賞与引当金   2,042 － 

11．繰延ヘッジ利益   268,807 － 

12．その他   19,029 － 

流動負債合計   3,875,181 34.8 5,296,863 41.5

 



    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．社債   230,000 190,000 

２．長期借入金   2,466,435 1,859,385 

３．繰延税金負債   － 3,918 

４．退職給付引当金   9,934 － 

５．その他   － 9,262 

固定負債合計   2,706,369 24.3 2,062,566 16.2

負債合計   6,581,551 59.1 7,359,429 57.7

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※1  1,450,000 13.0 － －

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   1,885,800 －   

資本剰余金合計   1,885,800 16.9 － －

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金   6,850 －   

２．当期未処分利益   1,217,323 －   

利益剰余金合計   1,224,173 11.0 － －

資本合計   4,559,973 40.9 － －

負債・資本合計   11,141,525 100.0 － － 

      
 



    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 1,693,569 13.3

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   － 2,129,368   

資本剰余金合計    － － 2,129,368 16.7

３．利益剰余金     

(1）利益準備金   － 6,850   

(2）その他利益剰余金     

繰越利益剰余金   － 1,512,809   

利益剰余金合計    － － 1,519,659 11.9

株主資本合計    － － 5,342,597 41.9

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   － － 21,192   

評価・換算差額等合計    － － 21,192 0.2

Ⅲ 新株予約権   － － 27,863 0.2

純資産合計    － － 5,391,653 42.3

負債純資産合計    － － 12,751,082 100.0

      



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※1  3,639,021 100.0 5,572,384 100.0 

Ⅱ 売上原価     

１．期首製品棚卸高   242,689 278,420   

２．当期製品仕入高 ※1 3,263,488 4,100,004   

合 計   3,506,177 4,378,424   

３．他勘定振替高   － 63,873   

４．期末製品棚卸高   278,420 3,227,757 88.7 265,828 4,048,723 72.7

売上総利益   411,264 11.3 1,523,661 27.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１．運賃   34,396 41,387   

２．支払手数料   34,876 23,357   

３．役員報酬   50,600 48,990   

４．給与・賞与   177,048 95,219   

５．賞与引当金繰入額   2,042 －   

６．福利厚生費   3,060 3,864   

７．退職給付費用   1,324 803   

８．旅費交通費   62,235 41,316   

９．減価償却費   205,441 134,549   

10．消耗品費   33,847 9,815   

11．開発研究費 ※2 163,933 240,214   

12．関連会社支援費   － 48,755   

13．貸倒引当金繰入額   － 15,477   

14．業務委託費   － 54,118   

15．その他   276,972 1,045,774 28.7 158,947 916,817 16.5

営業利益（損失△）   △634,510 △17.4 606,844 10.9

 



    
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   6,896 1,757   

２．受取配当金   100 10   

３．貸倒引当金戻入   2,646 －   

４．為替差益   46,513 13,661   

５．デリバティブ評価益   － 504,640   

６．受取開発費負担金   500,000 －   

７．その他   4,372 560,529 15.4 9,683 529,752 9.5

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   45,290 77,761   

２．社債利息   2,336 1,966   

３．債権譲渡損   15,206 －   

４．シンジケートローン手数料   60,200 7,600   

５．株式交付費   － 4,740   

６．その他   13,368 136,402 3.7 25,331 117,398 2.1

経常利益（損失△）   △210,383 △5.8 1,019,197 18.3

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※3 57,409 57,409 1.6 53,048 53,048 1.0

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産売却損 ※4 61,772 15,288   

２．貸倒損失   － 11,294   

３．投資有価証券売却損   － 165,076   

４．棚卸資産廃棄損   － 63,873   

５．前期損益修正損   － 61,772 1.7 11,370 266,903 4.8

税引前当期純利益 
（損失△） 

  △214,746 △5.9 805,342 14.5

法人税、住民税及び事業税   2,341 262,805   

過年度法人税等   37,750 －   

法人税等調整額   △117,318 △77,227 △2.1 113,926 376,731 6.8

当期純利益（損失△）   △137,519 △3.8 428,610 7.7

前期繰越利益   1,354,842 － 

当期未処分利益   1,217,323 － 

      



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

    

前事業年度 
（株主総会承認日 

  平成18年3月24日） 
  

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,217,323

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金   133,125 133,125

Ⅲ 次期繰越利益   1,084,198

    



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

利益準備金 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 繰越利益剰余

金 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

1,450,000 1,885,800 1,885,800 6,850 1,217,323 1,224,173 4,559,973 

事業年度中の変動額        

新株の発行（千円） 243,569 243,568 243,568       487,137 

剰余金の配当（千円）         △133,125 △133,125 △133,125 

当期純利益（千円）         428,610 428,610 428,610 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

              

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

243,569 243,568 243,568 － 295,485 295,485 782,623 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

1,693,569 2,129,368 2,129,368 6,850 1,512,809 1,519,659 5,342,597 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

－ － 2,523 4,562,496 

事業年度中の変動額     

新株の発行（千円）       487,137 

剰余金の配当（千円）       △133,125 

当期純利益（千円）       428,610 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

21,192 21,192 25,339 46,531 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

21,192 21,192 25,339 829,154 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

21,192 21,192 27,863 5,391,653 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社出資金 

 移動平均法による原価法 

(1)子会社出資金 

 同 左 

  (2)その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

 時価のないもの 

  同 左 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

(1)デリバティブ 

 時価法 

(1)デリバティブ 

 時価法 

 ３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

 製品及び原材料 

  総平均法による原価法 

 製品及び原材料 

 同 左 

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（建物付属設備を除く）

については、定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

(1)有形固定資産 

 同 左 

   建物       5年～38年 

 機械及び装置   5年～11年 

 工具器具及び備品 2年～11年 

  

  (2)無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 自社利用のソフトウェア 5年 

(2)無形固定資産 

 同 左 

５．繰延資産の処理方法   

  (1)    ────── 

       

(1)株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同 左 

  (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担に属す

る部分を計上しております。 

(2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担に属す

る部分を計上しております。 

 なお、翌上期の賞与の支給は行わない見

込みのため、当事業年度においては、賞与

引当金の計上はありません。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務に基づき、当期

に発生したと認められる額を計上してお

ります。 

(3) 退職給与引当金 

  （追加情報） 

従来、従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ましたが、平成18年3月31日付で退職金

制度を廃止いたしました。この退職金

制度廃止に伴い、従業員の退職給付債

務の精算を実施し、従業員に対する精

算額（9,262千円）については長期未払

金（固定負債「その他」）として計上

しております。         

 ７．ヘッジ会計の方法  （1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  

  

  

  

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引  

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

  

（3）ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、対象予

定取引の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

  

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

  

（1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。当事業年度においてヘッジ対象の

予定取引の実行可能性を見直した結

果、ヘッジ会計を終了しております。 

  

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引  

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

  

（3）ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、対象予

定取引の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

  

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

  

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

 同 左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 １．固定資産の減損に係る

会計基準 

─────   当事業年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定遺産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。この適用による損益

への影響はありません。  

      

 ２．貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基

準 

─────   当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 

5,363,790千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則により

作成しております 

 ３．繰延資産の会計処理に

関する当面の取り扱い 

 ─────   当事業年度より、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年8月11日 実務対応報

告第19号）を適用しております。 

４．ストック・オプション等

に関する会計基準 

 ─────  当事業年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基

準第8号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11

号 平成18年5月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、従来の会計処理によった場

合と比べて、営業利益、経常利益、税引前

当期純利益は 1,441千円減少しておりま

す。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。この結果、販売費及び一般管理費が7,005千円増

加し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益が、同額

減少しております。 

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数 普通株式 213,000株 

   発行済株式総数      普通株式  53,250株 

 ────── 

    

※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債 

売掛金        237,603千円

未収入金 2,838,884千円

買掛金   217,183千円

売掛金               321,460千円

未収入金          4,391,526千円

買掛金          505,978千円

※３．期末日満期手形 ※３．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

 受取手形                10,748千円  受取手形                   25,635千円 

４．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 

 11行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高 

 は次のとおりであります。 

   

４．         ────── 

 貸出コミットメントの金額      4,800,000千円   

 借入実行残高            4,100,000千円  

 差引額                700,000千円  

<財務制限条項> 

上記、貸出コミットメント契約には以下の財務制限条項

がついており、各年度の決算期末日において、下記の条

件を充足することを確約しております。   

<財務制限条項> 

当社借入金のうち、2,000,000千円については、以下の財

務制限条項がついており、各年度の決算期末日におい

て、下記の条件を充足することを確約しております。  

（1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。   （1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。   

（2）貸借対照表資本の部の金額を、平成16年12月末の貸

借対照表資本の部の金額の80%もしくは75%以上に維持

すること。  

（2）貸借対照表純資産の部の金額を、平成16年12月末の

貸借対照表純資産の部の金額の75%以上に維持するこ

と。  



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．売上原価には、関係会社からの製品仕入高 

3,035,591千円が含まれております。 

※１．売上高には、関係会社への売上高1,352,474千円が

含まれております。また、売上原価には、関係会社

からの製品仕入高3,782,667千円が含まれておりま

す。 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 163,933千円 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 240,214千円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置   3,075千円

工具器具及び備品  54,334千円

計  57,409千円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

工具器具及び備品       40,358千円

機械及び装置        12,690千円

計        53,048千円

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置  61,208千円

工具器具及び備品   564千円

計  61,772千円

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品       9,849千円

機械及び装置        5,439千円

計        15,288千円

    



（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日）及び当事業年度（自平成18年1月1日 至平成18年12月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 平成17年12月31日現在

繰延税金資産   

 繰越欠損金      140,213千円 

 繰延未実現利益      20,329千円 

 未払事業税等否認       1,423千円 

 一括償却資産償却超過額      5,526千円 

 賞与引当金繰入超過額    830千円 

 退職給付引当金限度超過額      3,917千円 

 棚卸資産評価損否認      1,668千円 

 その他   98千円 

 繰延税金資産計      174,007千円 

 平成18年12月31日現在

繰延税金資産   

 未払事業税等否認 19,348千円 

 繰延未実現利益       12,206千円 

 棚卸資産評価損引当金     8,985千円 

 貸倒引当金繰入超過額       7,120千円 

 退職給付引当金限度超過額       3,763千円 

 一括償却資産償却超過額       3,300千円 

 その他       5,356千円 

 繰延税金資産計 60,081千円 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 14,515千円 

 繰延税金負債計 14,515千円 

 繰延税金資産の純額 45,565千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

平成17年12月31日現在

   ％

法定実効税率 40.6 

法人税等修正申告 13.5 

住民税均等割 △1.1 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.5 

平成18年12月31日現在

   ％

法定実効税率 40.6 

留保金課税 5.8 

住民税均等割 0.3 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 85,633.31円 

１株当たり当期純損失金額       2,582.51円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

１株当たり純資産額     98,167.80円 

１株当たり当期純利益金額         8,005.62円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
    7,974.27円 

  

  
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益（損失△）（千円） △137,519 428,610 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（損失△）（千円） △137,519 428,610 

期中平均株式数（株） 53,250 53,539 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加額（株） － 210 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権2種類 

新株予約権の数 3,800個   

新株予約権1種類 

新株予約権の数 99個      

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

          ──────           ────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券  

Digital Optics Co.,LTD. 575,464 349,713 

Piezoelectric Technology Co., LTD.  30,000 153,310 

株式会社 ＭＣＮＥＸ－ＪＡＰＡＮ 98 4,900 

Silicon Electronics Company（S）PTE

LTD. 
60,000 4,410 

株式会社 ソーイ・アセット・マネジメント 2 100 

その他 － 3,823 

小計 665,564 516,257 

計 665,564 516,257 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置   関係会社への有償支給設備（内製設備他）の購入 228,360千円  

工具器具及び備品 関係会社への有償支給設備（金型他）の購入 319,988千円  

       建設仮勘定    関係会社への有償支給設備（金型他）の購入代金 239,568千円 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置   関係会社への売却 231,321千円  

工具器具及び備品 関係会社への売却  95,643千円  

       建設仮勘定    機械及び装置、工具器具及び備品への振替 125,147千円 

３．無形固定資産の金額が資産総額の1％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 賞与引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 180,379 － － 180,379 36,894 5,140 143,485 

構築物 57,752 － － 57,752 33,931 2,918 23,820 

機械及び装置 161,219 228,360 231,321 158,258 56,240 26,763 102,017 

車両運搬具 4,807 － － 4,807 4,567 7 240 

工具器具及び備品 862,330 319,988 95,643 1,086,675 820,767 246,179 265,908 

土地 186,723 － － 186,723 － － 186,723 

建設仮勘定 16,354 239,568 125,147 130,775 － － 130,775 

有形固定資産計 1,469,567 787,917 452,112 1,805,372 952,401 281,009 852,970 

無形固定資産               

電話加入権 － － － 414 － － 414 

ソフトウェア － － － 17,102 8,663 3,216 8,438 

無形固定資産計 － － － 17,516 8,663 3,216 8,853 

長期前払費用 94,446 31,070 44,588 80,928 － － 80,928 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 2,042 － － 2,042 － 

貸倒引当金 － 17,520 － － 17,520 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現                     金 226 

預                     金   

当      座      預      金 847 

普      通      預      金 258,557 

定      期      預      金 143,735 

小                  計 403,140 

合               計 403,367 

相手先 金額（千円） 

佐 鳥 オ ー ト マ チ ッ ク  ㈱ 27,444 

コニカミノルタオプト㈱ 18,975 

カシオ計算機  12,235 

㈱日本制御機器 ㈱ 10,392 

松       久        9,378 

そ          の          他 21,379 

合               計 99,806 

期日別 金額（千円） 

平成18年12月 25,635 

平成19年 1月 26,779 

     2月 28,887 

     3月 11,113 

     4月 7,390 

合               計 99,806 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 製品 

⑤ 原材料 

⑥ 未収入金 

相手先 金額（千円） 

思 考 技 研 （ 香 港 ） 有 限 公 司 321,460 

Flextronics Technology(Sham Alam)Sbn Bhd 239,516 

Digital Optis Co.,Ltd. 182,920 

Sanyo Electric(Hong Kong)Ltd. 132,325 

㈱ 東芝モバイルコミュニケーション社 97,514 

そ          の         他 645,646 

合               計 1,619,381 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

970,753 5,645,112 4,996,484 1,619,381 75.5 83.7 

品目 金額（千円） 

携 帯 電 話 市 場 向 け 製 品 231,540 

そ の 他 市 場 向 け 製 品 34,287 

合計 265,828 

品目 金額（千円） 

携 帯 電 話 市 場 向 け 製 品 製 造 用 材 料 20,177 

そ の 他 市 場 向 け 製 品 製 造 用 材 料 5,928 

合計 26,105 

相手先 金額（千円） 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 2,186,378 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 1,663,569 

そ の 他 805,364 

合計 4,655,312 



⑦ 関係会社出資金 

⑧ 買掛金 

⑨ 短期借入金 

相手先 金額（千円） 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 1,936,883 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 1,407,434 

合計 3,344,318 

相手先 金額（千円） 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 368,076 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 137,901 

鈴  木  接  点  工  業  ㈱ 123,508 

㈱ エ イ エ ム テ ィ 41,027 

富  士  和  電  子   ㈱ 23,344 

そ          の          他 63,108 

合計 756,964 

相手先 金額（千円） 

㈱     み   ず   ほ   銀   行 1,200,000 

㈱     三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,000,000 

㈱     横    浜    銀    行 725,000 

農   林   中   央   金   庫 300,000 

㈱     り  そ  な  銀  行 200,000 

合計 3,425,000 



⑩ 長期借入金 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 特記事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱     横    浜    銀    行 459,850 

㈱     山  梨  中  央  銀  行  288,000 

㈱     三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 225,022 

㈱     大    分    銀    行  176,000 

㈱     第    四    銀    行  176,000 

㈱     十    六    銀    行  160,000 

㈱     福    井    銀    行  120,000 

㈱     北    國    銀    行  120,000 

㈱     み   ず   ほ   銀   行 59,513 

農   林   中   央   金   庫  30,000 

㈱     岐    阜    銀    行  30,000 

㈱     泉    州    銀    行  15,000 

合計 1,859,385 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、旧商法第220条ノ2第1項に規定する端株原簿を作成しております。 

事業年度 １月１日から１２月３１日 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 １２月３１日 

株券の種類 １株券、１０株券、１００株券 

剰余金の配当の基準日 
 ６月３０日 

１２月３１日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第21期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月31日関東財務局長に提出 

 （2）半期報告書 

（第22期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日関東財務局長に提出 

 （3）有価証券届出書（新株予約権第三者割当て）及びその添付書類 

 平成18年11月22日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１８年３月２４日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シコー技研及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１９年３月２３日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シコー技研及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１８年３月２４日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シコー技研の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１９年３月２３日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シコー技研の平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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